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アフリカにおける食糧・環境問題 

 

I. アフリカ全般の状況 

 

１．自然条件 

 

１） 水資源と気候変動 

 北アフリカや南アフリカは、物理的な水不足（河川流量の 75％以上を取水）の流域であ

り、それ以外のサブサハラアフリカは経済的水不足（財政的、人的、社会的要因により、

水が利用可能であるにもかかわらず、河川流量の 25%以下の取水しかしておらず、栄養不

足が存在する場合）の状況であり、水開発や制度の構築により、水の利用が可能である。 

     

２００５年物理的不足と経済的不足の地域   2050 年物理的水不足流域の拡大 

新たな不足流域 

経済的不足から物理的不足 

経済的不足 

 

図 1 アフリカの水不足の状況 

出所：IWMI CA（2007） 

 

２） 気候変動の影響 

 気候変動に伴う降雨の減少は,農業に大きく依存したアフリカ経済に大きな影響を与え

る。また、飢餓や貧困の問題をより深刻にする。アフリカは、特に気候変動の影響を受け

る可能性が高く、大半の国で旱魃の可能性が増大する。2090 年までに、6‐9 千万 ha の

乾燥・半乾燥地が拡大し、サブサハラアフリカでは、2060年までに 2.9度の温度上昇と 4％

の降雨の減少が予測される。これによる経済損失は、260億ドル（2003年価格）と予測さ

れている。南部アフリカは特に気候変動の影響をうけ、天水農業の収量は 2020 年までに

50％減少すると予測されている（IPCC）。スーダンでは、2030-2060 年までに気温は 1.5

度上昇、降雨は 5%減少すると予測されており、ソルガムの収量は 70％の減少となる。同

様に UNEP によると（HDR 2007-08）、気候変動の影響で 2080 年にはサブサハラ・ア
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フリカで農業生産が 2000年のレベルを 18%近く下回ると予測されている（途上国の平均

で 9％のマイナス）。このように、気候変動はこれまで継続している環境劣化（過放牧、土

壌侵食など）との複合効果で、状況を一層悪化させることとなる。 

 

３） 土地資源の状況 

 アフリカの耕地面積は 2億 4千万 haであり、過去 30年間の伸びは約 29％と世界の平

均の 9％を大きく上回る伸びを記録しており、食料の生産拡大が、耕地の拡大に依存して

きたことを示している。しかし、人口圧を中心とした耕地の拡大や過耕作、過放牧が耕地

の劣化に拍車をかけており、全耕地の 65％が劣化していると報告されている（FAO）。 

 

 一方で、世界の食糧需給の長期的な不安から、食料輸入国を中心に土地投資が行われて

おり、アフリカにおいても韓国やアラブ首長国連邦（UAE）を中心に土地投資が起こって

いる（表 1）。例えば、韓国（DAEWOO Logistics）は、マダガスカルと土地リース（99

年）の契約を締結し、25年年間で 60億ドルの投資を行うと報道されている。計画では、

トウモロコシを栽培（2023 までに 500 万トン生産予定）し、大半は韓国に輸出される計

画である(Gurdian 22 November 2008)。 

 

表１ アフリカへの土地投資 

投資を行った国 対象国と面積 世界全体

韓国 マダガスカル 130万ｈａ、スーダン 69万 ha 231万 ha

中国 ウガンダ 4千 ha、カメルーン 1万 ha、タンザニア 300ha 209万 ha

UAE アルジェリア 1,500ha、スーダン 38万 ha 128万 ha

サウジアラビア スーダン 1万 ha 161万 ha

日本 エジプト 1,600ha 32万 ha 

出所：1Gurdian, 22 November 2008 

 

２．経済状況 

 

 アフリカ経済は、図 2に示すように近年比較的高い経済成長を達成しており、世界の平

均を上回る 5%余りの経済成長を達成している。しかし、世界の経済に占めるアフリカ経済の

地位は低下傾向を示しており、1990年と比較すると 2006年で世界のGDPに占める割合は 4％

から 2%に低下、世界の輸出入に占める割合も 7％から 3％に低下している（UNCTAD）。 
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Sources: International Financial Statistics, IMF Sept.2008 （2009 年以降は予想） 

図２ アフリカの経済成長率の推移 

出所：IWMI CA（2007） 

 

１) 経済成長と農業 

 サブサハラアフリカでは、農業の GDPに占める割合は平均で 16％（2005）に達し、農業就

業人口も 58％（2004）と非常に高い値となっている。このため、農業部門の成長と GDPの成

長には高い関係が見られる（図 3参照）。 

 

 

図３ サブサハラアフリカの GDP と農業部門の成長率 （IFPRI PB ９） 

  

農業成長率が高い国では、貧困率が低い傾向があり、これは農業の成長が非常に貧しい

層を形成する農民の所得の向上につながる結果だと考えられる。また、農業部門において

高い所得が得られれば、農村部の農業以外の経済、および経済全体を引き上げる効果があ

り、全体的な貧困削減につながる。 

 

２） 援助と民間投資 

 自己開発資金の乏しいアフリカでは、援助と民間投資が経済成長の鍵になると思われる

が、人道支援や債務救済無償が伸びているものの、開発のための援助に大きな増加は見ら

れない。援助は 1990-91年に 237億ドル余り（2006年価格）であり、2006年に 400億ド
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ルまで増大したものの、2007年には 315億ドルに減少している（OECD DAC）。 

 

サブサハラアフリカ 

北アフリカ 

固定資産形成に占める割合 

図４ アフリカへの海外直接投資の推移と固定資産形成に占める割合 

 

 図 4に示すように海外直接投資は 2001年以降大きく伸びているものの、世界レベルで

の海外直接投資に占めるアフリカの割合は、2-3%で推移しており、それほど大きな変動は

見られない。 
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Ⅱ．検討対象国の概況 

 

 今回検討対象としたのは、図５に示すたように、北アフリカのモロッコ、エジプト、東

アフリカのエチオピア、ケニヤ、タンザニア、ザンビア、西アフリカ ガーナ、および南

アフリカである。 
 

 

エジプト 

モロッコ 

エチオピア ガーナ 

南アフリカ 

ケニヤ 

タンザニア 

ザンビア 

 

図５ 検討対象国位置図 

 

１．経済に占める農業の役割 

 

表２ 関係国の貧困と経済、農業 

国名 貧困率 GDP/人 GDP 率
GDP 率

／人 
GDP/人

農業／

GDP 
成長率 

農付加価

値／人 
成長率

   % US$ % % ppp $ % % US$ %

 2004 2004 92-2004 92-2004 2004 2004 92-04 2003 92-03

Egypt 16.7 1,250  4.5 2.5 4,211 15.1 3.2 1,996  2.2

Morocco - 1,570  2.8 1.2 4,309 15.9 5.8 1,711  5.9

Ethiopia 44.2 110  4.6 2.4 756 46.9 2.4 109  -1.3

Ghana - 380  4.4 2 2,240 37.9 3.7 346  0.9

Kenya - 480  2.3 -0.3 1,140 26.8 2.1 148  -1.4

S. Africa - 3,630  2.5 0.6 11,192 3.4 1 2,251  2.5

Tanzania 35.7 320  4.2 1.6 674 44.8 3.7 290  1.4

Zambia - 400  2 -0.2 943 20.9 4.8 210  3.6

出所：FAO SOFA 2006 
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表３ 関係国の経済構造 

  就業割合％（1996-2005） 

国名 農業 工業 サービス

Egypt 30 20 50

South Africa 10 25 65

Morocco 44 20 36

Ghana 55 14 31

Kenya 19 20 62

Tanzania 82 3 15

Zambia 70 7 23

Ethiopia 93 3 5

                       出所：UNDP HDR 2007-08 

 

２．飢餓と貧困 

 

 アフリカの飢餓の状況は深刻である。地球飢餓指標（GHI：Global Hunger Index）を

国別に表わしたのが図６である。GHIは人口に占める栄養不足人口の割合、5歳以下の子

供の体重不足の割合、5 歳児以下の死亡率の 3 つの指標を平均して求めたもので、0 が全

く飢餓のない状況、100 が最悪の飢餓状況を表わす。この指標が 10 を超えると深刻、20

以上は危険な状況、30を超えると非常に危険な状況を表わしている。 

 

この図から明らかなように、南アフリカおよび北アフリカを除けば、大半の国は危険あ

るいは深刻なレベルにあり、エチオピア、エルトリア、ニジェール、コンゴ民主共和国、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ アフリカの飢餓指数（2008） 

出所：IFPRI 
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ブルンジ、シエラレオーネ、リベリアは非常に危険レベルにあると分類されている。研究

対象国の GHIは、エチオピア 31、ザンビア 29.2、タンザニア 24.2、ケニヤ 19.9、ガー

ナ 13.9、南アフリカ 6.9、モロッコ 6.5、エジプト 5以下となっている。 

 

 また、表４に関係国の人間開発指数と所得貧困の状況を示す。HDIが低い国ほど、飢餓

が深刻な状況にあることが明らかである。これらの国の中で、モロッコの貧困人口の比率

が少なく、平均寿命が比較的高いのが特徴的である。 

 

表４ 関係国 HDI と所得貧困の状況 

HDI 

ランク 
国名 

HDI 平均寿命 識字率 就学率 GDP/人 <1$/日 ＜2$/日

      年 ％ ％ PPP US$ % %

    2005 2005 ‘95-’05 2005 2005 90-05 90-05

112 Egypt 0.708 70.7 71.4 76.9 4,337 3.1 43.9

121 South Africa 0.674 50.8 82.4 77 11,110 10.7 34.1

126 Morocco 0.646 70.4 52.3 58.5 4,555 ＜2 14.3

135 Ghana 0.553 59.1 57.9 50.7 2,480 44.8 78.5

148 Kenya 0.521 52.1 73.6 60.6 1,240 22.8 58.3

159 Tanzania 0.467 51 69.4 50.4 744 57.8 89.9

165 Zambia 0.434 40.5 68 60.5 1,023 63.8 87.2

169 Ethiopia 0.406 51.8 35.9 42.1 1,055 23 77.8

出所：UNDP HDR 2007-08 

 

 さらに、1975-2005年の 30年間の HDIの変遷を表５に示す。この間、HDIが大きく改

善したのが、エジプト、モロッコであり、続いてガーナ、エチオピアとなっている。一方、

南アフリカは 1995 年まで順調に改善されていたものの、1995 年以降の 10 年間で 0.071

減少している。同時にザンビアを筆頭に、ケニヤ、タンザニアなどでは、HDIの改善がほ

とんど見られないか、減少しているのが実情である。表３で示した経済成長率とは、かな

らずしも同じ傾向を示しているとは言えない。 
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表５ HDIの変遷 

国名 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 変化 

Egypt 0.434 0.482 0.532 0.575 0.613 0.659 0.708 0.274 

South Africa 0.65 0.67 0.699 0.731 0.745 0.707 0.674 0.024 

Morocco 0.435 0.483 0.519 0.551 0.581 0.613 0.646 0.211 

Ghana 0.442 0.471 0.486 0.517 0.542 0.568 0.553 0.111 

Kenya 0.466 0.514 0.534 0.556 0.544 0.529 0.521 0.055 

Tanzania .. .. .. 0.421 0.419 0.433 0.467 0.046 

Zanbia 0.47 0.478 0.489 0.477 0.439 0.42 0.434 -0.036 

Ethiopia .. .. 0.311 0.332 0.347 0.379 0.406 0.095 

出所：UNDP HDR 2007-08 

 

３．食糧問題 

 

１） 生産と貿易の動向 

 検討対象国の、穀物生産の伸びと収量の状況を表６に示す。高い生産の伸びを示してい

るのがガーナ、エジプト、モロッコであり、南アフリカ、エチオピアは、1996年以降、比

較的高い率となっている。伸び率の高い国では、一人当たりの生産も増大する結果となっ

ている。 
 

表６ 関係国の穀物生産の状況 

  生産の伸び率 生産の伸び率／人 穀物収量 

  1986-1995 1996-2005 1986-1995 1996-2005 1993-1995 2003-2005 

  % % % % Ton/ha ton/ha 

Egypt 4 3.8 1.8 1.8 5.9 7.5

Ethiopia - 3.6 - 0.9 1.1 1.3

Ghana 6.8 4.2 3.8 2 1.3 1.4

Kenya - - 0 -0.1 1.7 1.4

Morocco 2.8 6.7 0.8 5 0.9 1.3

S. Africa 0.4 3.7 -1.8 2.6 2.1 2.9

Tanzania 1.5 1.6 -1.8 -0.6 1.3 1.5

Zambia 2.6 3.2 -0.3 1.5 1.7 1.6

SSA 3.3 2.6 -0.4 -0.2 1.3 1.4

途上国 3.7 3.3 -0.7 0 1.9 2.2

出所：FAO SOFA2006 

 一方で、エジプト、南アフリカを除くと穀物収量は低く、平均で 2ton/haにも達してい

ない。また、一人当たりの生産の伸び率がマイナスの国があり、食糧供給が人口成長に追

いついていない状況である。食糧の安全保障の観点からは、穀物の収量を少なくとも途上

国平均レベルまで上げる必要がある。 
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２） 農産物貿易の状況 

 北アフリカの農産物輸入は 1970年代の後半から拡大を始め、1995年以降大きく拡大し

ている。一方、農産物輸出はほとんど拡大していない。一方、農産物の輸出に占める割合

は 1960 年代の 30％から、70 年代中盤以降大きく低下し、4-5%で推移している。輸入全

体に占める農産物の割合は、1960 年代の 30％から、70 年代には 16%台まで低下し、90

年代後半からさらに低下して、12％を切る状況となっている（図 7参照）。 

 

 

WB: WDR 2008 

図７ 中近東および北アフリカの農産物の輸出入の推移 

 

 

WB: WDR 2008 

図８ サブサハラアフリカの農産物の輸出入の状況 
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 図８に示すように、サブサハラアフリカにおいて農産物輸出額は 70 年代以降大きく拡

大し、80年代には 100億ドル前後で推移したものの、90年代の中盤から再び増加傾向に

ある。輸入額は 70年代に拡大し、80年代前半は漸減傾向を示したものの、80年代後半以

降大きく増大している。全体の輸出入に占める農産物の割合は、輸出は 60年代の 60％を

超える割合から、８０年代には 24％を下回るようになり、2000年以降 15-16%の間で推移

している。一方、輸入は 1960年代から 14-16%と、ほとんど変化が見られない。 

 

 北アフリカ・中東では、農産物輸出が伸び悩む中で輸入が拡大しており、水資源の制約

を考えると、この傾向は加速するものと思われる。一方、サブサハラアフリカでは、農産

物輸出も拡大しているものの、農産物輸入の伸びが大きくなっており、今後農産物貿易の

赤字が増大していくものと思われる。 

 

表７ 検討対象国の農産物の輸出入（2002-2004平均） 

  輸出額 輸入額 
農産物輸出

割合/輸出 

農産物輸入

割合/輸入 

純食糧輸

入額 

農産物輸出

／農業 GDP

  百万ドル 百万ドル ％ ％ 1000ドル ％

Egypt 1,008 3,064 16.3 25.3 1,449,214 8

Ethiopia 393 407 71.2 17.9 90,190 11.6

Ghana 984 686 44.3 20.6 -583,773 35.5

Kenya 1,050 438 43.7 11.4 -608,195 29

Morocco 919 1,823 10.4 12.4 659,876 13.1

S. Africa 2,892 1,985 7.7 4.7 -680,005 56.1

Tanzania 394 318 35.1 15.1 18,312 9.1

Zambia 211 159 18.7 9.8 -56,157 23.8

出所：FAO SOFA2006 

 

 表７に、検討対象国の農産物貿易の状況を示す。輸出額が大きいのは南アフリカであり、

エジプト、ケニヤ、ガーナ、モロッコが続いている。しかし、輸出に占める農産物輸出の

割合が高いのは、エチオピア、ガーナ、ケニヤとなっており、南アフリカは 10%を下回っ

ている。輸入に占める農産物の割合は、エジプト、ガーナ、エチオピアなどで高くなって

いる。食糧に限定すると、エジプト、モロッコが大きく輸入に依存しており、ケニヤや南

アフリカ、ガーナなどは食糧輸出が大きな額を占めている。また、ケニヤ、南アフリカ、

ガーナは農業 GDPに占める農業輸出の割合が高くなっている。 
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３） 商品作物の輸出 

（1）コーヒー 

サブサハラアフリカにおけるコーヒーの生産は、1990 年代より低下傾向（1990-95 年 

-2.9%、1996-2003年 -3.4%）であり、輸出金額の伸び率は 1996年から 2003年で-19.8％

となっている。表８から明らかなように大半の国で輸出が減少しているのに対し、エチオ

ピア・ザンビアは生産や輸出を大幅に拡大している。ただ、近年は、世界的にブランド・

グルメコーヒーへの需要が拡大しているものの、アフリカは未だそうしたブランド化に乗

り遅れている。 

 

表８ アフリカのコーヒーの輸出状況 

国名 輸出（百万トン） 変化率 

 1970-74 2000-2003 ％ 

エチオピア 73,184 117,624 61 

ガーナ 4,430 2,096 －53 

ケニヤ 64,129 55,527 －13 

タンザニア 47,310 44,710 －5 

ザンビア 0 5,270 + 

サブサハラアフリカ全体 1,090,094 693,908 －46 

FAO FAOSTAT 2008 

 

（2）ココア 

 ココアは、1980年代以降 4-5%の生産の伸び率を示しており、輸出金額も 1990-2003年

で 5％の伸び率となっている。 

 

（3）綿花、茶、タバコ 

 綿花の生産伸び率は 1996-2003 で 0.6%とほぼ横ばいであったものの、輸出金額の伸び

率は年率マイナス 5.8％となり、1990年後半の国際価格の低下が大きく影響している。茶

は、生産の拡大があったものの（3.3%）、輸出金額はマイナス 5％であり、綿花と同様の

結果となっている。タバコは、1996-2003 で生産が年率マイナス 3.4%と減少しており、

輸出金額もマイナス 3.1%になっている。 

  

伝統的商品作物（コーヒー、ココア、茶）の価格は 1970年代後半から 1980年代初頭に

大きく低下し、数量割り当てや調整在庫プログラムの存続が不可能となった。あわせて、

世銀の構造調整により、価格統制やマーケッティングボードが廃止され、自由化が推進さ

れた。エチオピア、ケニヤ、タンザニアなどのコーヒー生産国では、構造調整に基づく改

革により、国際価格と国内価格の差が減少することとなった。一方、ガーナのココア市場
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は 1993年に改革されたものの、ガーナの生産者は国際価格の 40%前後しか受け取ってい

ない。これは、ガーナのココア価格やマーケティングシステムが完全に自由化されていな

いためであり、他の改革を完全に実施した国（60％以上の受けとり）と、好対照を成して

いる。また、改革により流通の川下（加工、マーケッティング、卸）を支配する多国籍企

業が台頭し、新たな付加価値（利益）の大半が多国籍企業に集中する結果となっている。

さらに、小規模の生産者は、新しい技術や、金融、危機管理手法などの恩恵にあずかるこ

とが出来ず、南アメリカの大規模生産者との競争にさらされる結果となっている。また、

契約栽培などの新たな方式も、交渉コストの観点から、少数、大規模の生産者への志向が

強い。 

 

つまり、農業改革の影響として 

・輸出価格と生産者価格の差の減少、販売マージンの減少 

・価格安定システムの廃止により、世界市場の変動が直接的に生産者に影響 

・伝統的商品輸出の中で生まれた多くの収入や余剰が生産国から、多国籍企業へと移転 

・政府の支援策の廃止により、アフリカの小規模生産者は、市場から駆逐される危険に

直面 

 

このため、多くのアフリカ諸国では輸出品目を伝統的品目から、多様化（多くは、ヨー

ロッパの市場へ：ロメ会議の特恵待遇）させるための転換が行われている。多様化の品目

として、以下の二つが挙げられる。 

①園芸品目：生鮮および加工果物、野菜、切花、葉物など 

②魚および魚加工品：生鮮および加工品、甲殻類、軟体動物 

  

野菜、果物の輸出は、南アフリカが中心で、2000－2005年の平均で 11億 4,309万ドル、

モロッコ 6億 5,273万ドル、エジプト 2億 3，761 万ドル、ケニヤ 2億 2，375万ドル

が中心である。 タンザニアを除いて各国とも、1995 年以降大きく輸出を伸ばしてお

り、額は少ないものの、ザンビア、エチオピア、ガーナの伸び率が高い（表９）。 

 

（4）切花と葉物 

 世界の切花の市場の中心は、バラ（47％）とカーネーション（20％）であり、主要な輸

入国はドイツ、アメリカ、オランダ、日本である。オランダの場合、切花を輸入してヨー

ロッパ地域に再輸出（輸入の 70％は、再輸出に回される）している。 
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図９ 野菜と果物の輸出額の推移 

出所：FAO STAT 

 

 

表９ 野菜と果物の輸出額と伸び率 

  Av95-99 AV.2000-2005 伸び率 

  1000＄ 1000＄ ％

Egypt 167,534 237,609 41.8 

Ethiopia 15,544 42,534 173.6 

Ghana 22,716 68,499 201.5 

Kenya 154,559 223,745 44.8 

Morocco 648,258 652,736 0.7 

S. Africa 894,705 1,143,096 27.8 

Tanzania 109,773 86,152 -21.5 

Zambia 2,475 18,099 631.2 

出所：FAO STAT 
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４） 穀物の輸入動向と自給率の状況 

 図 10、11に、検討対象国の穀物の輸入量の変遷を示す。 
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図 10 穀物輸入量の推移（エジプト、モロッコ、南アフリカ） 

出所：FAO STAT 

 この図から明らかなように、エジプトでは穀物の輸入量が1970年代の中頃から急増し、

1980 年代の半ばまで、その傾向が続いている。80 年代の後半にいったん低下傾向を示し

たものの、90年代以降再び増加基調である。モロッコも 90年代以降、増加基調にあり、

輸入量は 90年代までの 200万トン前後から 400-500万トンへと増加傾向が著しい。南ア

フリカは、90年代に 200万トンを超える輸入量となってからは、200万トン前後で推移し

ている。生産が降雨などの気候条件に大きく左右されるため、輸入量も年ごとに変動する

結果となっている。 
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図 11 穀物輸入量の推移（エチオピア、ガーナ、ケニヤ、タンザニア、ザンビア） 

出所：FAO STAT 
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エチオピア、ガーナ、ケニヤ、タンザニア、ザンビアにおいては、ザンビアを除き、各

国とも穀物の輸入は拡大している。この中で、エチオピアとケニヤの拡大が大きく、ガー

ナと、タンザニアがこれに続いている。 

 

このように、構造調整の導入に伴い、各国とも貿易の自由化が進展し、農産物とくに穀

物の輸入が増大する結果となっている。安い先進国の農産物が国内市場に輸入されること

により、技術革新や生産性の向上が困難な小規模・貧困農家がますます厳しい状況に追い

込まれる結果となっている。 

 

また、穀物の生産量／（輸入量+生産量）で求めた自給率の推移を表 10に示す。 

 

表 10 関係国の穀物自給率（％）の推移 

  Av(61-70) AV(71-80) AV(81-90) Av(91-2000) Av(2001-03) 

Egypt 61.7 46.4 27.1 44.7 45.5 

Ethiopia - - - 90.7 87.9 

Ghana 77.5 74.7 75.2 77.4 69.5 

Kenya 95.5 95.9 90.3 75.9 77.6 

Morocco 82.9 69.7 62.4 50.5 39.4 

South Africa 90.0 96.9 83.6 71.7 75.5 

Tanzania 90.3 87.3 91.0 90.6 84.6 

Zambia 90.9 79.4 84.4 83.6 87.7 

                               出所：FAO STAT 

 

どの国でも穀物自給率は低下しているものの、特に北アフリカのエジプト、モロッコで

大きく低下している。これは、水等の資源の制約から穀物輸入に頼らざるを得ない状況を

示しているものと思われる。また、ガーナがここ３年ほどで８％余り低下しているのが特

徴的である。 

 

５） 食糧危機への対応 

 2007年から 2008年にかけて発生した穀物価格の急激な上昇に対して、輸入国の対応は、

以下の 3つに区分できる。 

① 貿易：在庫放出、関税・VATの引き下げ、価格コントロール、輸出規制 

② セイフティネット：配給、現金支給、給与引き上げ 

③ 生産支援 

 

これまでは、多くのアフリカの国で構造調整に伴い経済開放、貿易促進が図られてきた

ものの、今回の食糧危機を契機に、過度な開放や自由化の促進といった流れに歯止めがか
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けられる兆候も見られる。これは、例えば、以下の方向転換が図られる可能性につながる。 

-国内価格の世界市場からの隔離（輸出国） 

-食糧安全保障のための自給体制の強化 

-土地投資（資金の豊富な国であり、アフリカ諸国は影響を受ける側）、 

-地域協定による域内の協力体制の強化 

-民間セクターへの不信（公的関与の増大） 

 

地域協定に関しては、今回の検討対象国においても、2008年 8月 SADC(South African 

Development Community) は、Regional Food Reserve Facility の創出を発表し、10月

22日には、COMESA（Common Market for Eastern and Southern Africa）、SADCおよ

び EAC(East African Community)が、アフリカ自由貿易ゾーンの構想を発表している(12

月に関税同盟の発足を、2009年 6月まで延期するとの報道)。 

 

 またケニヤ、ウガンダ、タンザニアの3カ国も共同で、地域の肥料工場（Regional Fertilizer 

Plant）の建設に向けた計画を発表している。 
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Ⅲ．国別農業生産と食料問題の状況 

 

１ エジプト 

 

１） 概要 

 エジプトの人口は 7千 300万人（2005年）に達し、1975年から 2005年の人口成長率

は、2.1％を記録している。今後も約 2%の人口成長が予想されており、2015 年には人口

が 8千 600万人に増大すると予想されている。貧困（貧困ライン：最低限必要な食料およ

びその他の必需品の購入が可能な所得）は、1995-96年から 1999-2000年の５年間で大き

く改善し、国レベルでは 19.4％から 16.7%への減少となっているが、大きな地域格差が存

在する。つまり、都市部では 11％の貧困率（カイロでは 5％）であるのに対し、農村部で

は倍の 22％が貧困層に区分されている。特に、上エジプト地域の農村部では、40－50%

の貧困となっている地域もある。 

２） 経済 

 エジプトは 1960年代から、1970年代初頭は国内市場中心の経済政策をとっており、平

均の経済成長率は 3.2%(1965-74）であった。1974年に市場開放政策を採用し、対外貿易

の自由化、海外からの民間投資の導入や技術の導入を行った。その結果、経済は 1975-85

年で平均8％の高い成長を達成した。2001年時点で、一人当たりのGDPは3,129ドル（1995

年価格）に達している。1980年代の中盤から、石油価格の低迷により、経済成長が鈍化し、

1985-94年は、平均 3.8%に留まった。その時期にはインフレが進み、対外債務も輸出に占

める返済率が 20％（GNIの７％）に達するなど、苦しい経済運営を迫られた。1990年代

の初頭に構造調整プログラムが導入され、インフレの低下と経済の再活性化に成功した。

1994年から 2004年の平均成長率は 4.6%に達している。 

表 11 エジプトの経済の概況 

 2003 2004 2005 2006 2007 2008*

GDP (US$ 10億ドル)** 71.5 78.3 93.2 107.9 128.0 158.3

実質 GDP 成長率 (%) 3.2 4.1 4.5 6.8 7.1 7.2

消費者物価上昇率 (%) 4.5 11.3 4.9 7.7 9.2 -

人口 (百万人) 70.3 71.6 72.9 74.2 76.0 -

物品輸出 fob (US$ m) 8,987 12,274 16,073 20,546 26,632 -

物品輸入 (US$ m) -15,156 -21,586 -27,200 -33,104 -41,832 -

経常収支 (US$ m) 3,723 3,237 2,207 2,731 2,496 -

対外債務 (US$ bn) 31.4 30.3 34.1 31.2* 32.2 -

債務返済比率,支払い (%) 11.7 7.8 6.8 10.0* 5.7 -

*Economist Intelligence Unit の予測. ** 会計年度は 6 月 30 日終了. 

出所：Economist 
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表12 エジプトの経済構造（2005/06） 

GDPのセクター 全体の割合（％） GDPの構成 全体の割合（％） 

製造業 17.0 民間消費 71.4 

鉱業（ガスと石油含む） 15.5 政府支出 12.3 

農業 14.1 総固定投資 18.7 

貿易 10.9 輸出 31.3 

政府関連 9.8 輸入 33.7 

運送 4.2 在庫の変化 0.0 

       出所：Economist 

 

 農業が経済に占める役割は低下しているものの、GDPの14％を占めており、産業部門が

35％、サービス（運輸と観光）が51％の割合となっている。セクター別の労働人口は、農

業部門が30％、産業部門が20％、サービス部門で50％である。失業率は比較的高く、2004

年で10.3%、2005年には11.2%に達している。 

 

３） 貿易 

エジプトは 1990 年代初め為替レートの切り下げを行い、民営化の一層の推進を進める

などの開放政策を実施し、これが農産品輸出の競争力の強化につながった。さらに、2004

年 9月に関税制度の見直しを行い、関税率の一層の削減を行った。例えば、基礎食料の関

税率は 5％が基本であるが、砂糖は 5％から 2％に、お茶・豆類は 33％から 5％に削減さ

れている。その他、自動車は 104％から 40％に、化学肥料・セメントは、33％から 2％に、

家電製品は 44％から 12％になるなど、大幅な引き下げとなった。しかし、特定の果物（り

んご、なし）は、40％という比較的高い関税率が適用されている。エジプトの関税率は単

純平均で、農産物に対しては 66.4％と高く、非農産物では 9.2％となっている。 

 

2005/2006年の主要輸出品は、石油関連で102億ドル、アルミ関連で80億ドルと、物品輸

出総額（205億ドル）の90％近くを占めている。主要な輸出相手は、EUであり、全体の1/3

以上を占める、続いてアメリカ（10％）シリア（5.7%）となっている。また、輸入相手は、

EU(12%)、アメリカ（12%）、中国（10％）である。主要輸出品目は燃料、綿花、アルミな

どであり、輸入は電化製品、資本財、原子炉、穀物、食糧、化学製品となっている。 

 

 農産物関連では2004年の輸入品目は、小麦7.3億ドル（5.5%）、トウモロコシ3.6億ドル

（2.7%）、家畜用飼料３．２億ドル（2.2％）、植物油2.2億ドル（1.6%）、が中心であり、こ

の60％は上位5カ国（アメリカが30％、ブラジル10%、オーストラリア9％、アルゼンチン8％、

フランス5％）が占めている。また、エジプトの農産物輸出の中心は、綿花4.8億ドル（6.1%）、

米2.3億ドル（2.9%）、生鮮野菜1.7億ドル（2.2%）、果物･ナッツ1.1億ドル（1.4％）となっ
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ている。 

 

 1999年にエジプトはCOMESA(the Eastern and South African Agreement) に調印、19

カ国のCOMESAのメンバーのうち8カ国と100％の関税削減を達成している。また、他のア

ラブ諸国とも貿易協定を結んでいる。さらに、ヨーロッパとは2004年に非農産物の障壁撤

廃協定を締結し、同時にイスラエル、アメリカと3カ国の指定産業ゾーン（QIZ： Qualified 

Industrial Zones）を締結しており、これを元に2006年 アメリカと自由貿易協定を結んで

いる。同時に2006年にはヨーロッパ自由貿易連合に加入している。 

 

 エジプト政府は経済の自由化に向けて、2005‐2006年には個人・法人税率を20％に削減、

エネルギー補助金の削減、いくつかの企業の民営化などが実施されている。 

 

1995年の農業部門への海外からの直接投資（FDI）投資は、全体の FDIの 4％に過ぎな

い。1995年改正の投資法（Investment Code）は、外国（人）の所有（土地の所有を含む）

と所得の送金、資本の本国送還を容認している。全体の海外直接投資は急速に増大してい

るものの、農畜林水産部門は 30million $ (0.2％のシェアー)しかなく、石油関連の投資が

37％を占める。 

  

 ４） 政策 

 2004年7月に成立したナズィーフ内閣は，「現代的なエジプトを築く」ことを目標にして

おり、その達成のために、以下の政策を提唱している。 

 

・ 投資と雇用の拡大 

 輸出基盤の確保のため，FTAを推進、観光，農業，石油化学，IT産業などの有望産

業への資源投入。 

・ 補助金と物価水準の管理  

 基礎的物資（パンなど）への補助金の継続、補助金の効率的な配分を目的とした

割当カード制度の改革、補助金付きパンの生産・流通制度の見直し、卸売市場の

拡大、国際的に競争力のある小売りチェーンの進出奨励、基礎食糧（小麦，豆類

など）の生産拡大、肉の輸入量拡大、市場経済と整合性のある競争環境を整備す

るための法制度改正、商業信用の増加と信用情報の提供 

・ 基礎的公共サービスの拡充 

・ 経済活性化：  

・ 教育と科学研究の充実 

・ 人口成長の抑制と保健施設の充実 

・ 政府部門の効率化 
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・ 環境および農地の保全 

・ 市民の政治参加拡大 

・ 情報化社会の構築 

 

５） 農業 

（1）全般 

 GDPに占める農業の割合は、1970年の 30％から、2004年の 16%にまで低下したもの

の、就業者数は全体の 33％を占めており、その重要性は高い。農業地域は、国土の 3％の

ナイル川渓谷とデルタに集中している。気候条件や土壌条件に恵まれ、非常に高い生産性

をほこるものの、水資源と土地資源の限界から、食糧供給は輸入に大きく依存している。

また、小規模の農民が生産の中心であるというのもエジプト農業の特徴である。 

 

 農業 GDPは 1960年代中盤から 1990年代中盤まで、平均で 2.7％の成長を記録し 1994

年以降は 3.3%の成長となっている。この成長の要因となったのは、制度面の改革や技術の

進展（灌漑、排水、肥料や品種）であり、市場開放に伴い生産性の向上が進められたこと

も一因である。さらに政府の穀物支持価格の撤廃、関税や他の保護策の削減および土地所

有制度の自由化が成長に貢献した要因である。農産物輸出金額は 13 億ドル、その内の主

要輸出品目は、綿花、米、オレンジであり、この 3品目で輸出金額の 60%（8億ドル）を

占める。輸入は、穀物が中心であり、小麦、トウモロコシ、大豆が輸入の中心であり、輸

入総額は 30億ドルとなっている。 

 

（2）農業政策 

① 一次農業政策改革（1987-1989） 

市場を基本としたインセンティブの供与と民営化の促進を長期目標とし、経過措置とし

て、公的部門を持株会社（holding company）に再編している。農業の市場と作付け体系は、

綿花、米、サトウキビを除き自由化された。この間、政府は綿花及びサトウキビの生産と

マーケティングのコントロールを保持したものの、米は部分的に自由化された（強制引渡

し割り当ての削減と民間業者への売却の容認）。 

 

② 第 2次農業改革（1990-1995） 

 1990年代の初め民営化と自由化の促進を行った。米の生産とマーケティングの自由化が

行われ、PBDAC（Principal Bank for Development and Agricultural Credit）の農業の

投入物供給および買い付けにおける役割が縮小され、民間部門の参入が開始された。1994

年までに、PBDAC は農業の投入物供給を行わなくなり、綿花部門も部分的に自由化が行

われた（綿実の民間買い付けと、処理、リント布を織物持株会社へ売却。一方で、民間の

綿花輸出は認められなかった）。 
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③ 第3次農業改革（1996-1999） 

アメリカ農務省の支援を受けて、5分野（価格市場、アグリビジネスの民間投資と民営化、

土地水資源への投資と利用、支援サービス、食料安全保障と貧困解消）の改革に取り組む。

水の配分法の改善と需給の調整に改善が行われる。エジプト綿花のロゴ策定と、農業にお

ける幼児労働の禁止令（特に綿花畑）、および農業情報システムの改善が行われた。 

 

④ 第４次の改革（2000-2002） 

2000年の始めから、土地水資源の投資と利用、支援サービス、食料安全保障と貧困解消

に取り組む。参加型水管理の推進や廃水による灌漑をともなう商業生産（特に樹木）。綿

花の検査制度の改善と繊維の品質情報の提供が行われる。また、上部エジプト地域のナイ

ル川への魚の放流による雇用、所得、営農の改善に取り組む。 

 

⑤ 食料補助金 

 1970年代より補助金の支出を開始、1980-81年のピーク時には 12以上の品物に支出し、

補助金の額が政府支出の 14％に達していた。その後徐々に対象品目を削減し、1996－97

年には、パン、小麦粉、料理用オイル及び砂糖の 4品目に対して、5.5％の政府の支出を当

てていた。パンは補助価格で購入制限はなく、油と砂糖は月ごとの割り当てがあり配給カ

ードにより購入（所得により２種類あり、購入価格も違う）している。また、1999年から、

小麦粉にトウモロコシ粉を混ぜる方式を採用（約 20％）、これにより財政負担の軽減を図

っている。 

 

 1997年の時点で、食糧補助金（総額37億LE、11億ドル）のうち、62％はパンの補助、15％

が小麦粉であり、残りは食用油（10％）と砂糖（13％）となっていた。また、食糧補助金

のレベルは、生産者価格に対して小麦粉で43％、パンで57％、食用油で54％、砂糖で62％

に相当する、かなり高いレベルの補助となっている。また、食糧補助金は、政府の財政支

出の5％（2003-2007の平均）となっており、農家への直接補助の割合が0.05%程度であるこ

とを考えると、非常に大きいものとなっている。2007年の時点で、食糧補助金の総額は約

17億ドルで、パン（輸入、国内小麦、練り粉、国内トウモロコシ）に76.6%、砂糖に10.2%、

食用油に10.7%、米に4.7%、お茶0.005%となっている。国内トウモロコシへの補助金支出は、

バラディ・パンに混ぜるトウモロコシ購入のための補助金であり、パンには小麦とトウモ

ロコシが8:2 の割合で配合されている。 

 

 補助金制度は 1960 年代の社会主義時代に幅広い品目に導入され、1990 年代以降に一

部品目の削減が実施されたものの、これまで直接的・間接的に維持されてきた。その結果、

補助金制度は特定品目を低価格で供給する制度となっており、所得再分配政策としては必

ずしも機能していない。そのため、政府は補助金制度を低所得者層向けの所得再分配制度
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として再構築することを模索している。 

 

（3）土地利用と農業生産 

図 12に土地利用の状況を示す。1980年代中盤より永年作物の作付けが拡大しているが、

これは輸出用の果樹等の生産によるものだと思われる。また、耕地面積は 1990 年代まで

減少傾向が続いていたものの、90 年代以降約 60 万 ha 拡大している。灌漑面積の拡大が

この時期に行われたと考えられる。 
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図 12 エジプトの土地利用の変遷 

 

 穀物生産の推移を図 13に示す。1980年代後半より、主要穀物の生産が拡大しているの

が特徴的である。この間小麦で約 70万トンの生産拡大が行われ、米は約 20万トン、トウ

モロコシは約 30万トンの拡大となっている。これは、図 14に示す、収量の拡大による要

因が大きい。 
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図 13 エジプトの穀物生産の推移 
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図 14 エジプトの穀物収量の推移 

 

穀物収量は、降雨が平均 107ｍｍと非常に少ないものの、耕地の灌漑比率は 96％に達し

ており、肥料も haあたり 453kgを投入している。こうした、高投入に支えられ、エジプ

ト農業は先進国と比較しても、高い生産性を有している。 

 

しかし、水資源の制約から生産の拡大や自給率の向上は、容易ではない。このため、貿

易の自由化に伴い、高付加価値作物の生産に力を入れており、穀物輸入は、200-2005年の

平均で、919万トンに達している。その内小麦（52.6%）、小麦粉（46.8%）がその大半を

占める。 

 

２．南アフリカ 

 

１） 経済 

 南アフリカは、アフリカ全体のGDPの 40％近くを占める経済大国である。製造業では、

100社のうち、75社は南アフリカの会社であるとされている。表 13に示すように、2007

年の経済成長率は 5.1%を記録し、2008年度は 3.8%程度の成長に留まるものの、2010年

のワールドカップに向けて、経済は再び上向くものと予想されている。インフレは 2008

年に 8％を記録したものの、エネルギーや食糧価格が落ち着くにつれて、これも落ち着き

を見せると思われる。 

 

 政府は、基盤の整備、産業育成、技術力の向上、土地改革の推進などを重点目標にして

いるが、有能な人材の不足がネックとなっており、失業率（25.5%）やエイズ（人口の 12％）

も発展に影を落としている。 

 

 人口は約 4千 8百万人であり、人口成長率は 1975年以降年率 2.1%で増大してきたもの

の、今後（2005-2015）はエイズの影響もあり、年 0.5%程度に低下すると予想されている。 
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表 13 南アフリカの GDPの指標（*予測値） 

GDPの指標 2006 2007 2008* 2009* 2010* 

GDP (10億ドル USD) 

GDP (年成長率 % ) 

一人当たり GDP (US＄) 

インフレ率 (%) 

失業率(% 労働人口) 

財政収支 (１０億 USD) 

財政収支 (% of GDP) 

257.28

5.4

5.43

4.7

25.5

‐16.60

‐6.5

283.07

5.1

5.92

7.1

25.5

‐20.56

‐7.3*

300.40*

3.8*

6.17*

11.8*

n.c.

‐23.91*

‐8.0*

326.90* 

3.3* 

6.65* 

8.0* 

n.c. 

‐26.64* 

‐8.1* 

353.13*

4.2*

7.11*

5.7*

n.c.

‐9.40*

‐8.3*

出所：IMF ：World Economic Outlook Database; ILO, Laborstat 

 

２） 経済構造 

 南アフリカは鉱物資源に恵まれ、プラチナと金の最大の生産国でありダイアモンドの生

産では第 5 位である。農業部門は、GDP の 3%しか占めないものの、就業人口では 10％

を雇用し、世界で第 6位のワイン生産国となっている。成長率においても、他の部門と同

様の 5%近い成長率を達成している。 

 

表 14 GDPの構成 

GDPの構成 農業 産業 サービス 

部門別年成長率（％） 4.8 4.8 4.8

GDPの構成割合( % ) 2.7 30.9 66.4

部門別雇用 10.3 24.5 65.1

    出所：IMF ：World Economic Outlook Database; ILO, Laborstat 

 

３） 貿易 

 南アフリカの経済は開放が進んでおり、GDPの 60％以上を貿易が占めている。2006年

の主要輸出相手国は、日本（11.9％）、アメリカ（11.5％）、イギリス（8.8％）、ドイツ（7.5%）、

オランダ（5.2％）、であり、宝石、鉄鉱石、石油、自動車、機械類が主要な輸出品目であ

る。また、主要輸入相手国は、ドイツ（12.5％）、中国（10％）、アメリカ（7.6%)、日本

（6.5％）、サウジアラビア（5.3％）であり、工業製品（機械類、電子機器など）、石油関連、

および自動車となっている。表 15に南アフリカの貿易状況を示す。2003年と比較すると、

金額ベースで輸入も輸出も 2倍以上の拡大となっている。 
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表 15 南アフリカの貿易状況 

貿易指標 2003 2004 2005 2006 2007 

物品の輸入 (１００万 US＄) 35,270 48,518 56,279 69,942 81,890 

物品の輸出(１００万 US＄) 38,700 48,237 55,284 63,841 76,184 

サービスの輸入(１００万 US＄) 8,045 10,328 12,155 14,291 16,612 

サービスの輸出(１００万 US＄) 8,298 9,682 11,157 12,014 13,562 

輸入の年伸び率 ( % ) 8.1 14.5 10.7 18.4 7.6 

輸出の伸び率（％） 0.1 2.9 8.0 5.5 7.0 

輸入の GDP に占める割合(% ) 25.8 27.0 28.4 33.2 34.0 

輸出の GDP に占める割合(％) 28.1 26.7 27.5 29.8 30.3 

貿易収支 (１０億 US＄) 3,684 -928 -1,993 -8,377 -8,756 

財政収支 (１００万 US＄) -1,902 -7,003 -9,723 -16,487 -20,631 

財政収支の GDP比 (%)  -1.1 -3.2 -4.0 -6.5 -7.4 

貿易の GDPに占める割合( % ) 53.8 53.7 55.9 63.1 64.3 

出所：W. B. - World Development Indicators 

 

 2005 年の農産物の輸出入では、輸入総額 495 億ドルのうち牛肉以外の肉 2.3 億ドル

（0.5%）、米 2.3億ドル（0.5%）、家畜飼料 1.9億ドル(0.4%）、小麦 1.8億ドル（0.4％）

である。また、2006/2007年の農産物輸入額は 40.4％増大したものの、輸出は 14.4%の増

大に留まった。ワイン（15％）、かんきつ類（13％）、ぶどう（9％）、砂糖（8％）が代表

的輸出農産物である。森林製品の輸出も比較的大きく、全体の輸出の約 3％を占めている。 

 

 輸入については、米 11％、エチルアルコール 9％、油粕 7％、パーム油 6％、小麦 6％、

となっている。農産物の輸入相手国は、アルゼンチン、ブラジル、イギリス、アメリカ、

タイとなっており、この 5 カ国で全体の輸入額の 39%を占めている。また、穀物輸入は、

2000-2005年の平均で 213万トンであり、その内小麦（38.0%）、米（32.2％）小麦粉（20.2%）

が大半を占めている。 

 

 輸出総額 398 億ドルのうち果物・ナッツ １2 億ドル（3.1%）、砂糖・糖蜜 2.9 億ドル

（0.7%）、トウモロコシ）2.6億ドル（0.7％）、鮮魚 2.5億ドル（0.6％）が代表的である。 

 

 貿易に占める農産物輸出は 7％とその重要性は経済全体の中ではそれほど高いものでは

ない。農産物輸出は、ワイン、グレープ、オレンジと商品作物が中心であり、総額は 34

億ドル、おもにヨーロッパ（イギリス、オランダ、イタリア）に輸出している。特に、野
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菜と果物の輸出は過去 10年(1995-2005）で 28％拡大しており、野菜と果物で農産物輸出

の 1/3を占めている。 

 

４） 農業政策 

（1）政策目標 

①効率化と国際競争力の強化 

 市場における規制緩和とそれに伴う農民への補助（貿易保護の撤廃、輸出競争力の

強化、旱魃等のリスクへの対応支援、 

②中小農家への生産支援(研究、普及、農業金融、放牧地管理の新しい手法導入など)、

国営農業サービスの改革、農村への民間投資の拡大 

③農業自然資源の保全：水、土地、生物多様性 

水：灌漑開発と管理の新しい方式:公平かつ効率的配分 

土地：持続的利用の推進（農民やコミュニティーの責任）、国家土地保全プログラム 

生物多様性：保全と国際的協約の遵守  

 

 農産品マーケティング法(1996年)は、市場への介入を最小限に抑えるべきであると明確

に規定している。市場への介入策を導入する場合は、国家農業マーケティング評議会

（NAMC:National Agricultural Marketing Council ）での承認が必要となる。1998年の

初めまでに、トウモロコシ、ソルガム、油種子、羊毛、肉、小麦、綿花、モヘア、柑橘、

果実、ミルク、缶詰果実などの規制委員会（Control Board）は全て廃止された。 

 

（2）国際貿易の推進 

 南アフリカの農業は、保護主義および補助金主義から、効率と競争主義へと変わりつつ

ある。このための戦略では、貿易志向がはっきり打ち出されており、世界の市場を単なる

産物の市場と捉えるのではなく、生産者を国際競争の中にさらすことで、効率をあげる手

段と捉えている。 

 

（3）農産物貿易 

 農産品のマーケットアクセスを改善し、国内・海外の市場において競争力のある南アフ

リカの産品の供給を増やすことが政策目標としてあげられている。このため、WTO の枠

組みを活用し、南アフリカ産品の市場アクセスを妨げている障害を排除し、国内産業を不

公正な競争から保護することとしている。 

 

 関税と関税政策は、WTO の枠組み内で不公正な競争からの保護の目的で関税が使用さ

れる。一方で、急激な自由化をさけ、軟着陸が可能となる対策を講じるとしている。  
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 1994 年以降、南アフリカはアメリカや EU などの先進国により、特別貿易待遇を与え

られてきた。また、南部アフリカでは、SADC の貿易協定（1996 年のマセルサミットで

貿易協定の内容を決定）の一員である。 

 

○WTOへの対応 

農産品への補助金：量ベースで 21％削減、支出ベースで 36％の削減が必要とされてい

る。1995年時点の南アフリカの輸出補助金は 8.4億ランドであったが、2000年までに 5.7

億ドルに削減が必要であったが、1997年の一般輸出インセンティブ計画により、輸出補助

金はゼロとなっている。 

 

-国内支持：1995年時点の国内支持のための費用 24億ランドを 2000年までに 20億ラン

ドに削減することが求められている。(1995,1996年は達成)  

-国境措置：南アフリカの単純平均の基準関税率は 70％であるが、最終的には 39％に削減

する。 

-市場アクセス：ミニマムアクセスの改善 

 

（4）農業資源の利用状況 

 土地利用の推移を図 15に示す。 耕地面積は、1,475万 haであり、永年作物が 96万

ha、草地が 8,493万 haとなっている。1980年代半ばより耕地面積が約 200万 ha拡大し、

永年作付け地も 1980年代の中盤より約 15万 ha拡大している。灌漑面積は、耕地面積の

10％であり、アフリカの平均からすると高い水準にある。水利用は、農業目的の水利用が

63%、上水が 35％、工業用水が 6％となっている。 
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図 15 南アフリカの土地利用の推移  

出所：FAO STAT 
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図 16 南アフリカの主要穀物の収穫面積の推移 

出所：FAO STAT 

 

収穫面積は 1980 年代後半より減少傾向を示し、特にトウモロコシは 250 万 ha 近い減

少となっている。穀物の収穫面積が減少する一方で、耕地面積が拡大している状況は、野

菜等のより付加価値の高い作物への転換が進行していることを表しているものと思われる。 

 

（5）生産 

 主要な農作物生産のうち、2004年では穀物が 2,131万トン、果物・野菜類が 2,411万ト

ン、砂糖作物が 1,909 万トンとなっており、肉類の生産は 143 万トンである。また、

2006/2007年の生産は、普通作物の生産は 1.6%の減、野菜・果物類も 2.1%減少したもの

の、家畜の生産が 5％伸びたため、全体としては前年度の 1.1%の増大となっている。2000

年からの推移では、普通作物は 20%の減少を示しているものの、野菜・果物類、家畜類と

も生産が 10％増大している。これは、近年の肉類や野菜・果物類への需要の大きな増大が

背景にあると考えられる。 

 

 全体の農産物価格は、2005/06から、2006-07年の間に 21.8%上昇し、特に夏作の穀物、

油科種子、サトウキビがそれぞれ 99.4％、78.3%、12.1%上昇している。 
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図 17 南アフリカの主要穀物の生産状況 

出所：FAO STAT 

 

主要穀物の生産状況を図 17 に示す。トウモロコシ生産は降雨の影響により、年の変動

が非常に大きい。また、収穫面積の減少にもかかわらず、生産は、800‐1000万トンの間

を中心に変動している。なお、トウモロコシ生産の 60％は遺伝子組み換え種子によるとさ

れている。 
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図 18 南アフリカの穀物収量の推移 

出所：FAO STAT 

 

収量は年変動が大きいものの、80年代中盤より増大基調が続いている。収量のレベルは

アフリカでは高いものの、先進国レベルと比較すると改善の余地が大きい。 
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降雨量は 640ｍｍ、灌漑比率は 10％で、肥料の投入量は 65kg/haである。 

 

３．モロッコ 

 

１） 経済 

 モロッコは、エジプト、南アフリカと並んで、比較的一人当たり GDP(1,282 ドル）も

高く、2004年の経済成長率は 2.8%となっている。一方、農業部門の成長率は 5.8%と高い

成長を記録している。農業が GDPに占める割合は 15.9%と低いものの、就業者の 44％が

農業に従事している。人口は 3,106 万人で、今後の人口成長率は 1.2％程度になると予想

されている。 

 

 モロッコの経済は、GDP 成長率が 2006 年 8%。2007 年 2.5%、2008 年 5．9%(予想)

と変動が烈しい。国の経済は農業に依存しており、不安定な降雨により、経済が直接に影

響を受けることになる。失業率は 11％（2005）に達しており、貧困の解消とあわせて大

きな課題である。 

 

表 16 モロッコの GDPの指標 

GDPの指標 2006 2007 2008 2009 2010 

GDP (10億ドル USD) 65.64 75.12 90.47* 97.68* 106.59* 

GDP (年成長率 % ) 7.8 2.7 6.5* 5.5* 5.8* 

一人当たり GDP (US＄) 2.15 2.42 2.90* 3.12* 3.38* 

インフレ率 (%) 3.3 2.0 3.9* 3.5* 2.8* 

財政収支 (１０億 USD) 1.41 -0.10 0.37* -0.34* -0.84* 

財政収支 (% of GDP) 2.2 -0.1* 0.4* -0.3* -0.8* 

注：＊ 予測値   

出所：IMF - ILO, Laborstat - Yearly Statistics  

 

農業部門が経済の中心であり、約半分が農業に従事しており、GDP のシェアーも 13％

である。穀物（860万トン）、果物･野菜（781万トン）、砂糖作物（555万トン）が主要な

作物である。経済の成長は、農業部門の成長に大きく左右されている。たとえば、2007

年は農業の成長率がマイナス 20％と大きく低下し、これが 2.7%という低い経済成長に影

響している。サービスセクターが GDPの約 55％を産出している。また、就業者は農業部

門では 45%、産業部門で 20%、サービス部門で 35％となっている（表 17）。 
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表 17 モロッコの経済構造 

 農業産業 サービス

成長率（％） -20.0 4.8 7.4

GDP構成比率（％）12.4 29.0 58.5

就業者割合（％） 44.6 19.8 35.5

   出所： World Bank - World Development Indicators 

 

２） 農産物貿易 

 2007 年の貿易収支は赤字が 39％の大幅拡大となった。これは雨が少なかったため穀物

輸入が増大したのと、エネルギー価格の上昇のためであった。EU といくつかの貿易協定

を締結しており、ヨーロッパ貿易協定のパートナー国でもあり、EU 関係国がモロッコ貿

易の 80% 占める中心的存在となっている。また、貿易推進のために 2004 にアメリカと

自由貿易協定を締結している。 

 

 2004年の農産物輸入は 21億ドルに達し、主要な品目は穀物中心の小麦、トウモロコシ、

油用大豆となっている。また主要４品目で農産物輸入の 53％を占める。また、農産物輸入

が全体の輸入額の 12％に達している。これに加えて、木材の輸入も３%に達する。 

 

表 18 モロッコの貿易指標 

貿易指標 2003 2004 2005 2006 2007 

物品の輸入 (１００万 US＄) 13,117 16,408 18,894 21,332 n.c. 

物品の輸出(１００万 US＄) 8,771 9,922 10,690 11,916 n.c. 

サービスの輸入(１００万 US＄) 2,861 3,451 3,845 4,479 0 

サービスの輸出(１００万 US＄) 5,478 6,710 8,098 9,835 n.c. 

輸入の年伸び率 ( % ) 8.1 9.7 7.3 6.7 5.9 

輸出の伸び率（％） -0.5 6.0 3.6 10.5 5.5 

輸入の GDP に占める割合(% ) 31.3 34.4 37.8 38.4 39.0 

輸出の GDP に占める割合(％) 28.3 29.2 31.6 33.0 33.1 

貿易収支 (１０億 US＄) -1,728 -3,228 -3,951 -4,060 n.c. 

財政収支 (１００万 US＄) 1,582 970 1,110 1,851 n.c. 

財政収支の GDP比 (%)  3.2 1.7 1.9 2.8 n.c. 

外国貿易の GDPに占める割合( % ) 59.6 63.6 69.4 71.4 n.c. 

出所：WB, World Development Indicators 
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 農産物の輸出（全輸出額の 10％）は、9.6億ドル、みかん、オレンジ、オリーブが主要

な輸出品目で、主要４品目で輸出の 45％を占めている。スペイン、フランス、イタリアを

中心に輸出されている。また、水産関連の輸出も全輸出額の 8％と比較的大きな割合を占

める。2005年の農産物貿易では、輸入総額が 203億ドルであり、小麦 4.7億ドル(2.3%）、

トウモロコシ 2.3億ドル(1.1%）、植物油 2億ドル(1.0%）が中心である。輸出総額は 76億

ドルで、果物・ナッツ 4.3億ドル（5.7%）、魚・甲殻・軟体類 4.1億ドル（5.1%）、野菜 3

億ドル（4％）、鮮魚 1.7億ドル（2.3%）、野菜：根菜類 1.2億ドル（1.6％）となっている。 

 

穀物の自給率は近年急激に低下しており、2001-2003 年平均で約 39％と、1961‐1970

年のレベルから44％余り低下している。穀物の輸入量は466万トンであり、小麦（62.8%）、

小麦粉（24.8%）が中心となっている。なお、2008年の食糧危機への対応では、VATの削

減（小麦 130％-＞2.5％）、価格コントロール、食糧補助（GDP の１％を超える）が行わ

れた。 

 

３） 生産資源の利用状況 

 耕地面積は 877万 haであり、永年作物が 89万 ha、草地が 2100万 haある。耕地の内、

灌漑は約 15%となっており、農業が水利用全体の 87％を占めている。 

 

 主要穀物は、大麦とトウモロコシであるが、1990年代中盤から収穫面積は頭打ちとなっ

ている。1960年と比較すると、耕地面積は、1990年代の中盤までに約 2百万 ha拡大し、

永年作物地も 1985年以降 2000年くらいまでで 50万 haほど、拡大している（図 19)。 
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図 19 モロッコの土地利用の推移 

出所：FAO STAT 
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図 20 モロッコの主要穀物収穫面積の推移 

出所：FAO STAT 

 

 穀物の収穫面積は小麦が 1980年代までの 200万 ha前後から、2000年代までに 300万

haまで拡大したものの、2007年は干ばつの影響もあり大幅に減少している。大麦は 1980

年代の半ばまでに 250万 haに拡大したものの、その後減少傾向に転じ、2000年に入ると

200万 ha前後で推移している。 

 

４） 農業生産 

 穀物生産の推移を図 21 に示す。この図から明らかなように、年毎の変動が非常に大き

い。これは、降雨に依存した生産体制であるため、雨の多寡によって、生産量が変動する

ためである。 
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図 21 モロッコにおける主要穀物生産の推移 

（出所：FAO STAT） 
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穀物生産は大麦と小麦が中心であるが、年変動が非常に大きい。2002－2007 年の平均

で、小麦が 417万トン、大麦が 191万トンである。2004年のデータでは、穀物生産全体

で 860万トン、果物・野菜が 761万トン、砂糖作物が 555万トンの生産となっている。 
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図 22 モロッコにおける主要穀物収量の推移 

出所：FAO STAT 

  

穀物の平均収量は 1トン／ha前後と、アフリカの水準から考えても低く、また非常に変

動が激しい。降雨の影響を受けている状況が図 22 からも明らかである。降雨量は平均

340mmであるにもかかわらず、灌漑比率は 15％であり、肥料の投入量も 46kg/haと低水

準である。 

 

４．ガーナ 

 

１） 経済 

 ガーナの経済は伝統的には約 60%の就労人口を有する農業を中心とする一次産品の輸

出に依存していた。農業は小規模農家による主食生産とココアが中心であり、2005年では

農業部門が GDPの 38％を占め、就業人口の 55％が農業に従事している。また、サービス

部門は GDPの 40％を産出し、25％の就業者を雇用している。近年、総合経済政策および

構造調整政策が導入され、制度改革、経済の多様化、国家予算の均衡化、貿易および通貨

の自由化、直接民間投資の増大といった対策が実施されている。 

 

 ガーナは近年高い経済成長を達成しており（1992－2004年平均 4.4%、2004-2007年は

毎年 6％の成長)、農業部門も平均 3.7%の成長となっている。一方で、比較的高い人口成

長（1975年から 2005年の 30年間で人口は倍増、平均 2.6％の人口成長率）が続いており、

一人当たりの農業部門の伸び率は低減されることとなる。 
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経済の成長要因として挙げられるのが、1980年代の後半から導入された柔軟な為替レー

トの採用、関税の切り下げおよび簡素化、銀行システムの自由化、および信用規制の撤廃

などの新しい経済政策である。輸出に対する債務返済比率は、1990 年に 38％に達してい

たものの、2006年には 6％にまで大きく減少している。また、海外からの直接投資は、1990

年に 1480万ドルしかなかったものが、2003年には 1.4億ドル、2006年には 4.4億ドルと

急速に拡大しており、これが成長を支える大きな要因となっている。 

 

２） 貿易 

 全体的には、過去 10 年間で多くの自由化政策を実施し、自由貿易の環境にある。一方

で、国内産業の育成も主要な政策課題となっている。 

 

2000-05年の平均で、輸出の 77％が食糧、5％が農業原材料であり 2.2％が木材であり、

ガーナ経済の発展に非常に重要な役割を果たしている。。主要輸出農産品はカカオ豆(輸出

全体の 46％)、砂糖、パイナップルとなっており、主要 4品目で農産物輸出全体の 83％を

占めている。また、木材の輸出も輸出全体の 7％を占めている。また、過去 10年ほどで、

野菜と果物の輸出が 2倍程度に拡大しているのが特徴的である（農産物輸出の約 6％）。ま

た、輸入（23億ドル）の内、20％は農産物であり、主要輸入品目は綿布、米、砂糖で、主

要 4品目で農産物輸入の 52％を占める。 

 

 2000年を 100とした交易条件は、2006年には 132まで大きな改善が行われている。 

 

（1）関税 

 関税はガーナの主要な貿易政策手段である。2000年より、4段階の関税率が適用されて

いる（基本レートは 20％であり、ほかに 0,5,10%）。5％の税率は製造業のための木材およ

び自然製品の原料に適用され、関税免除は、養鶏および他の畜産業のための薬品、および

飼料に適用されている。これは、国内の畜産業育成というガーナ政府の政策の一環をなす

ものである。このほか、1998年より 12.5％の付加価値税（VAT）、2004年より 2.5％の国

家健康保障税（National Health Insurance Levy）が課税されている。 

 

 2003年に 20％の追加関税の鶏および鶏製品への導入（合計 40％）が決定されたが、産

業界の反対で実施には至っていない。2005年に国内の養鶏農家が裁判所に実施を求める訴

えを起こし、裁判所は、国内養鶏産業が輸入鶏肉に対抗可能となるよう、支援すべきであ

るという判断を下している（国内鶏肉生産者を代表する組織として、養鶏生産者評議会が

設立されている。）。 
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（2）貿易協定 

1995年よりWTOの加盟国である。1999年アメリカと、貿易投資枠組み協定（TIFA）

を締結し、最終的には FTA に結び付けたい意向である。また、1975 年に設立された

ECOWAS(Economic Community of West African States：西アフリカの 15カ国が加盟)

の創立メンバーである。1979年に加盟国内の貿易自由化を目的として特定品目への関税、

非関税障壁の撤廃が導入されたものの、必ずしも実施はスケジュール通りに行われていな

い。2007年の終わりをめどに、ECOWAS共通対外関税の導入が計画されており、ガーナ

政府はこの制度導入を推進しているものの、一方で農業分野や特定の産業分野の保護も行

う意向である。 

 

 EUは、ガーナの最大の貿易パートナーであり、過去 5年間で輸出の 43%、輸入の 40％

のシェアーを誇る。2005年の EUのガーナへの輸出は 20億ユーロを超え、このうち 20%

が農産物となっている。また、ガーナの EUへの輸出は 1.4憶ユーロであり、この内 40%

が農産物となっている。 

 

 2000年に EUは、アフリカおよびカリブ、太平洋の 77カ国（ACP）とロメ協定に代わ

りコトノウ・パートナーシップ協定を締結し、この中で貿易に関連して一方的特恵待遇を

与えている。また、2002 年より EU と EPA の締結に向けた協議を継続しており、2008

年には FTAの締結を目指している。 

 

 関税率は、ワイン、ビール、モルトが 40％、コメ、小麦、鶏肉、牛肉、缶詰類が 20％

で、海産物は 5％となっている。しかし、2008年の食糧価格の高騰を受けて、コメ、小麦、

黄色トウモロコシなどの関税を廃止するとの決定を行った。 

 

３） 農業 

 1980年代後半から新しい経済政策の採用に合わせて、農業部門においても国営農場の民

営化、肥料などの投入物に対する補助の削減、および農産物価格統制の撤廃などが行われ

た。農業部門の効率の改善は、1990年代当初は大きな成果がなかったものの、1995年以

降年間 4-5％の成長率という目覚ましい成果なって現れた。農業部門の成長は、経済全体

の成長に大きな影響を与えている。これは人口の 70％余りが、その収入を農業部門に依存

していることによる。 

 

 過去 10年間の農業生産の改善と金を含む鉱物の輸出により、食糧の輸入が可能となり、

食糧供給の状況は改善されている。こうした傾向が継続するかどうかは、農業部門への投

資を増大させることができるかどうかにかかっている。 
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（1）土地利用と生産 

耕地面積は、395万 ha、永年作付地 215万 ha、草地が 835万 haとなっている。平均

降雨量は 1,112mmであるが、2,000mmを超える海岸部と北部では、大きな違いがある。 

灌漑率は 1%で、99％は天水農業となっている。一人当たりの国内起源の再生可能水資

源量は、1,370m3 と比較的少なく、取水量に占める国内起源の水は 3.2％であり、大半は

国外流域からの水を利用している。農業部門の水利用は 66％であり、上水 24％、工水 10％

となっている。 

 

 主要農産物は、穀物 194万トン、肉類 18万トン、果物・野菜 348万トン、根菜類 1,552

万トンであり、消費においてもキャッサバ、トウモロコシ、コメが全消費カロリーの 45％

を占めている。伝統的なキャッサバに代わって、特に都市部でコメの消費が急速に拡大し

ているのが特徴的である。 

 

 図 23に土地利用の変化を示す。 
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図 23 ガーナにおける土地利用の変化 

出所：FAO STAT 

 

 1990 年に入り森林面積の大幅な減少が起こっている（約 200 万 ha）。森林の国土面積

に占める割合は、1990年の 32.7％から、2005年には 24.2％に低下している(年率 1.7％の

低下)。これと対応した形で耕地面積が 100万 haほど拡大しているのが特徴的である。ま

た、図 24に収穫面積の変化を示す。 

 

 収穫面積は 1980年台以降、トウモロコシの面積が 30万 ha、ソルガムは、1961年以降

約 20万 haの拡大である。米は 1970年代の後半に 10万 haを超えたものの、その後 5万

ha(1990 年)まで低下し、1997 年以降は再び 10-12 万 ha の間で推移している。また、果
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物、野菜類の輸出の伸びが大きいが（ｐ.13参照）、1981-85年と比較すると、2003-07年

では果物類の収穫面積は 16万 ha拡大して 38万 haに、野菜類は 8万 ha拡大して 14万

haに達している。 
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図 24 主要穀物収穫面積の変化 

出所：FAO STAT 

0

200000

400000

600000

800000

1000000

1200000

1400000

1600000

19
61

19
64

19
67

19
70

19
73

19
76

19
79

19
82

19
85

19
88

19
91

19
94

19
97

20
00

20
03

20
06

M
a
iz

e
, 
M

ill
e
t 

(t
o
n
)

0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

350000

400000

450000

S
o
rg

h
u
m

, 
R

ic
e
 (

to
n

Maize Millet Sorghum Rice, paddy

 

図 25 穀物生産量の推移 

出所：FAO STAT 

 

 生産量については、トウモロコシ、ソルガム、コメとも 1980 年代の中ごろから大きく

拡大し、1981‐1985平均と 2002-2007平均で比較するとそれぞれ 45万トンから 118万

トン、6万トンから 25万トン、14万トンから 32万トンへと拡大している。また穀物全体

では、76 万トンから 192 万トンへと拡大した。1981‐85 年と比較すると、2003‐07 年

では果物類の生産量は 20 万トン拡大して 33 万トンに、野菜類は 40 万トン拡大して 64

万 haに達している。また、1999‐2001年を 100とすると、2004‐2005年に作物のおよ
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び食糧の生産指数は 121ポイントに増大し、家畜も 112ポイントに増大している。 

 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

1
9
6
1

1
9
6
3

1
9
6
5

1
9
6
7

1
9
6
9

1
9
7
1

1
9
7
3

1
9
7
5

1
9
7
7

1
9
7
9

1
9
8
1

1
9
8
3

1
9
8
5

1
9
8
7

1
9
8
9

1
9
9
1

1
9
9
3

1
9
9
5

1
9
9
7

1
9
9
9

2
0
0
1

2
0
0
3

2
0
0
5

2
0
0
7

hg/ha

Maize Millet Sorghum Rice, paddy

 

図 26 穀物収量の推移 

出所：FAO STAT 

 

 収量は低く、ソルガム、ミレットは 1トン／haを割り込んだ状態となっている。トウモ

ロコシ、コメは 1980年代の中盤から生産性が向上し、コメは 2トン／ha、トウモロコシ

は 1.5トン／haとなっている。穀物収量の平均は 1.5トン／ｈａで、低い収量の原因とし

て、低い灌漑率（2001-2003年で 0.5％）、低い肥料投入（7.4kg/ha）などがあげられる。 

 

（2）食糧供給 

 供給カロリーは 1979‐81年の一人当たり 1,790キロカロリーから 2001‐03年の 2,680

キロカロリーへと、大きく改善されている。キャッサバが 24％、トウモロコシ 13％、コ

メ 8％、小麦 3％と、これらの食糧で 48％のカロリーを供給している。 

 

 穀物輸入量は、64万トンと比較的少なく、小麦（37％）、砕米（24.1%）、精米（28.6%）

とコメのシェアーが大きい。コメの輸入は 70 年代に入り徐々に拡大し、80 年代に 10 万

トン、90 年代後半から 20 万トンの精米が輸入されている。砕米の輸入開始は 1996 年か

らである。 

 

５．ケニヤ 

 

１） 経済の状況 

 2004年の人口は 32百万人で、一人当たり GDPが 470ドルである。2000年に 7.1％を

記録した経済成長率は、2002年 0.6％、2003年は 2.8％と急激に低下したものの、その後

大きく伸び 2004年 5.1％、2005年 5.7％、2006年 6.4％、2007年 7％と非常に高い成長
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を記録しており、この傾向は継続するものと予想されている。一方でインフレ率も高く（特

に 2008年は食糧価格の高騰に加え、エネルギー価格が上昇し、インフレ率は 27％に達す

ると予想されている）、失業率も 30％を超えるなど、大きな課題も抱えている。また、人

口成長率も、1975-2005年で 3.2％となっており、人口の抑制も大きな鍵となる。 

 

表 19 ケニヤ経済の概況 

項目 2004 2005 2006 2007 2008* 2009* 

GDP ( 10 億ドル) 16 19 22 27 24 28 

一人当たり GDP (ドル) 470 535 622 724 700 730 

GDP 成長率 (%) 5.1 5.7 6.4 7 4.5 7 

インフレ(%) 11.6 10.3 14.5 11 27 15 

失業率(%) 30 30 35 40 45 44 

出所: IMF ：World Economic Outlook Database; ILO, Laborstat  * 予想数値 

 

 ケニヤは、2002年より実施してきた「富と雇用の創出経済復興戦略」（ERS: Economic 

Recovery Strategy for Wealth and Employment Creation ) に続く戦略として、2007年

にケニヤ・ビジョン 2030を発表した。新しいビジョンでは、年率 10％の経済成長が目標

とされており、この具体化のため現在 5 ヵ年中期計画（2008-2012 年）を策定中である。

ビジョン実現のために、ビジョン実行委員会（Vision Delivery Commission ：VDC)が大

統領府に設けられることになっている。 

 

 農業関連のプログラムおよび委員会として、以下のものが整備されている。 

・農業回復プログラム 

・ケニヤ食糧安全保障会合（KFSM） 

・食糧と栄養に関する大臣間調整委員会（ICCFN） 

・農業セクター調整ユニット（ASCU） 

・国家食糧安全調整委員会（NFSCC） 

・国家穀物および生産物理事会（NCPB） 

・国家農業投入促進プログラム（NAAIP）  

 

２） 農業 

 大統領選挙に伴う混乱で、ケニヤの食糧供給が滞っており、国内価格の上昇や、コーヒ

ー、茶、野菜類の輸出収入と外貨収入の減少につながっている。茶の部門だけで、約 5百

万ドルの損失が見込まれている。多くの農民が土地を捨て、必要な投入物（肥料など）が

必要とされる場所に届けられていない。このため、雨季の前に作付けができず、食糧生産

や供給、価格に大きな影響を及ぼすと考えられる。 
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（1）農業戦略 

農畜水産業の所得向上のため、農産物の付加価値と競争力を高めることとする。このた

め、 

① 主要作物の収量の向上、 

② 小規模農家の専門的経営（圃場あたり 2-3作） 

③ 100万 haの遊休地の活用 

④ 120万 haの農地開発 

重点施策として、 

⑤ 農家及び民間部門の農業成長の促進 

⑥ 作物および畜産の生産性の向上 

⑦ 優良農地の活用、乾燥・半乾燥地域での灌漑、 

⑧ 小規模農家のマーケットアクセスの改善。 

 

 具体的には、農業政策の制定、肥料コスト削減のための総合プログラムの実施、ブラン

ド化によるケニヤ製品の付加価値の増大、ケニヤの畜産製品を国際基準に適合させるため、

4-5 の病気非汚染地区および加工施設の整備、製品の国内での加工の推進、土地の登記の

推進、農業土地利用マスタープランの策定、タナ川流域農業開発計画などが上げられてい

る。 

 

（2）農業の役割 

 ケニヤの GDPの 26％は農畜林水産部門に直接的に依存しており、関連産業を含めると

53%に達する。人口の 80%は農村部に居住し、おもに農畜水産業に従事している。独立後

の 20年間は農業部門の成長率は 6%を超え、これが経済の発展につながった。しかし、1980

年代に農業部門の成長率は 3.5%に低下し、1990年代ではこれが 1.3%にまで落ち込んでい

る。これは、90年代の人口成長率 2.9％を大きく下回るものであり、食糧安全保障の観点

から大きな脅威となっている。 

 

 ケニヤの経済成長は 1992－2000年で平均 2.3%となっており、高い人口成長率のため、

一人当たりの成長率はマイナスとなっている。農業部門の成長率も 2.1%と低く、穀物の自

給率は 80年台に 90％を超えていた自給率は 77％にまで低下している。HDIも 1980年代

以降改善が見られず、近年は若干悪化の傾向にある。 

 

農産物の輸出は、13 億ドル程度であり、輸出全体の 48％が農産物で占められている。

主要輸出品は、茶、コーヒー、豆類（生鮮）となっており、農産物輸出の 71％を占める。

農産物輸出国は、イギリス、オランダ、パキスタンである。野菜と果物の輸出も、近年増

大傾向にあり、農産物輸出の 17％を占めている。 
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 ケニヤにおける主食の不足は、穀物中心の農業からバイオ燃料に代表される付加価値の

高い農業への転換や、不安定な気候条件が引き起こしているともいえる。 

 

 海外直接投資（FDI）は 2003―2006 年平均で 5 千万ドルであり、1 億ドルを超えるこ

とはほとんどない。1995 年のデータでは、農林水産部門への FDI が 22％と比較的高く、

2次産業においても食品関連産業が 18％のシェアーを有している。 

 

（3）土地利用と生産 

 耕地面積は、1985 年以降徐々に拡大し、2005 年で 526万 ha、永年作付地 46 万 ha、

草地が 352万 haとなっている。平均降雨は 998mmであり、灌漑率は 2％で、98％は天

水農業となっている。一人当たりの国内起源の再生可能水資源量は、604m3と少なく、取

水量に占める国内起源の水は 7.6％であり、大半は国外の流域からの流入水を利用してい

る。農業部門の水利用は 64％であり、上水 30％、工水 6％となっている。 

 

 2004年の主要農産物は、穀物 273万トン、果物・野菜 379万トン、根菜類 224万トン、

砂糖作物 466万トンであり、畜産が盛んなため肉類 50万トン、牛乳 297万トンの生産も

行われている。消費(2001-03 年)においてはトウモロコシ、小麦、砂糖、牛乳が中心であ

り、全消費カロリー(2,150キロカロリー)の 61％を供給している。 

 

 図 27に土地利用の変化を示す。 
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図 27 土地利用の状況 

出所：FAO STAT 
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 1980 年代中盤以降、耕地面積が約 150 万 ha 拡大している。一方で、森林面積は、

1990-2005年の年間平均で 0.3％の減少（18万 ha）にとどまっており、耕地面積の拡大は

未利用地等が活用されたものと考えられる。 
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図 28 穀物収穫面積の推移 

出所：FAO STAT 

 

図 28に示すように 1981-85 年と比較すると、2003-07 年では、トウモロコシの収穫面

積が 45万 ha 拡大しており、穀物全体でも約 56万 ha の拡大である。穀物の収穫面積に

大きな変化は見られない。同じ時期に、野菜類、果物類もそれぞれ約 5 万 ha の面積が増

大し、それぞれ 14万 ha、13万 haに達している。 
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図 29 穀物生産量の推移 

（出所：FAO STAT） 



46 

図 29に示すように、トウモロコシの生産は変動があるものの、1960年代当初から比較

すると約 200万トン拡大し 320万トンとなっているものの、他の穀物の大きな生産増加は

見られない。特に 2005 年以降、高収量品種の採用、良い気候条件、面積の拡大および高

価格に支えられて、ケニヤのトウモロコシ生産は拡大を続けてきた。 

 

最大の輸出品である、茶については、1981‐85年と比較すると、2003‐07年時点で面

積が 8万 haから 13万 haへと拡大し、生産量も同時期に 17万トン拡大し 28万トンに達

している。一方、商品作物のコーヒーについては、同時期に収穫面積は約 3 万 ha 拡大し

16万 haとなったものの、生産量は 10万トンから、5万トンへと半減している。 
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図 30 主要穀物の収量の推移 

出所：FAO STAT 

 

 収量は年変動が大きく、また全体的に低い状況である。主食であるトウモロコシの収量

も 2トン／ha 前後で低迷している。穀物の中で、コメは比較的生産性が高い(3 トン／ha

を超える)ものの、全体の生産量は 6万トン程度である。収量が低い原因として、少ない降

雨（996ｍｍ）、低い灌漑率（2％）、低い肥料投入（32kg/ha）等が考えられる。 

 

ケニヤの食糧供給の課題として、低い生産性、旱魃、マーケッティングの基盤の欠如が

あげられている。主要穀物のトウモロコシの生産性は、2トン／ha以下であり、この収量

の改善が大きな課題となる。 

 

３） 貿易 

輸出全体の伸びは、2005年は 4.7％を記録しており、輸出が GDPの 27％を占めること

を考えると、ケニヤ経済の発展に非常に重要な役割を果たしている。 
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 2004年の輸出（46億ドル）の 28％（13億ドル）が農産物となっており、2000‐05年

の平均で、輸出の 40％が食糧、12％が農業原材料である。2004年の主要輸出農産品は茶、

コーヒー（青豆）、豆（青物）となっており、農産物主要 4品目で農産物輸出全体の 71％

を占めている。また、2005年のケニヤの輸出全体の上位 3品目は、茶（16.5％）、切花お

よび葉物（14.2％）、新鮮および冷凍野菜（8.1％）となっている。過去 10年（1995-99年

から 2000-05 年の間）ほどで、野菜と果物の輸出が金額ベースで 45％倍程度拡大してい

る。果物と野菜の輸出は、1970年に 1300万ドルであったものが、1980年には 6800万ド

ル、2001 年には 2 億ドルと大幅な拡大を見せている。これには、改良技術と投入による

収量の増大、民間や海外投資、政府の支援による革新的なマーケッティングといった理由

が挙げられる。 

 

コーヒーの輸出は、1970-74 年から 2000‐03 年の 30 年間で、数量ベースでマイナス

53％と半減している。ほぼ、同時期(1970‐74年と 2002‐06年)で、茶の輸出は、0.5億

ドルから 5.3億ドルへと 10倍近い伸びとなっている。 

 

また、2005年の輸入は 66億ドルで、このうち 10％は食料、2％が農業原材料となって

いる。また、農産物の主要輸入品目は綿布、コメ、砂糖で、主要 4品目で農産物輸入の 54％

を占める。また、平均穀物輸入は、2000-2005年で 105万トンとなっており、主に、小麦

（53％）、トウモロコシ（21.1％）、コメ（16.3％）が中心である。 

 

一次産品に対する単純平均（加重）の関税率は、15.9％（8.6％）となっており、全体の

関税率の単純平均（加重）12.1％（7.5％）と比較すると、多少高めになっているものの、

全体の関税率は低く、経済の自由化が進展している。 

 

2008年 7月に穀物価格の高騰を受けて、それまで 50％の関税率であったトウモロコシ

の関税をゼロにし、27万トンを緊急輸入している。（その後、関税率を復活）。また、小麦

の関税は 35％を 10％に削減している。生産者は、関税の削減に反対であり、農業省も小

麦の関税を 35％に戻すよう後押しをしている（USDA 2008）。 

 

６．タンザニア 

 

 2005年の人口は 3,900万人であり、1975年の 1,600万人から 2倍以上の大きな増大と

なっている。1975-2005年の年平均人口成長率は 2.9％となっている。 

 

１） 経済 

 タンザニアの経済は、農業に大きく依存しており、農業部門が GDPの 45％、輸出の 44％
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を占めており、就業人口の 80％は農業に依存している。地形と気候条件の制限から国土の

4％しか耕作されていない。産業部門は GDP の約 17％であり、基本的に農業産品の加工

および軽工業による消費財の生産が中心である。 

 

 近年、高い経済成長（1992-2004 年で 4.2％、2003-2008 平均で 7.2%）が続いており、

高い人口成長率（1975‐2005 で、2.9％）にもかかわらず、一人当たりの GDP の伸びも

平均 1.6%を達成している。近年は産業部門の成長や、金に代表される鉱物の生産増大によ

り、好調を維持している。また、最近行われた、銀行システムの改革により、民間部門の

成長や投資が増大している。1995年時点の海外直接投資の 1.2億ドルは、2006年には 4.7

億ドルに大幅に増大している。 

 

表 20 主要経済指標 

 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

GDP(10億ドル) 11.7 12.8 14.2 14.4 16.7 20.6 

GDP/人(ドル) 325 349 378 376 428 519 

GDP成長率（％） 6.9 7.8 7.4 6.7 7.1 7.5 

経 常 収 支

（GDP%） 

-4.2 -3.6 -4.1 -7.7 -9.0 -9.8 

インフレ（％） 4.6 4.1 5.0 6.7 6.4 8.3 

出所：IMF ：World Economic Outlook Database; ILO, Laborstat 

 

２） 貿易 

 タンザニアは、2000年から2007年の輸出の伸びが年率16%に達している。輸出の主要3

品目は、金（11%）、水産物（10％）、銅（9％）となっている。また農産物の輸出が44％を

占めている。主要輸出相手国は、スイス（21％）、EU（20％）、南アフリカ（10％）中国（7%）

である。また、輸入相手国は、EU（18%）、UAE（13％）、南アフリカ（10％）、インド（9％）、

中国（7％）となっている。 

 

 農産物貿易では、2004年の主要輸出品は、カッシューナッツ、タバコ、綿花であり、主

要 4品目で農産物輸出の 47％を占めている。また、農産物の輸入は、全体の 16％であり、

小麦、パーム油、トウモロコシが中心であり、主要４品目で全体の農産物輸入の 63％を占

めている。また、平均穀物輸入量（2000-2005年）は 66万トンであり、小麦（67％）、ト

ウモロコシ（10％）、コメ（21％）が中心である。 

 

 タンザニアは、東アフリカ共同体のメンバー（East African Community:EAC）であり、

関税率も、メンバー国（タンザニア、ケニヤ、ブルンジ、ルワンダ、ウガンダ）間は免除
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する計画であり、特にケニヤからタンザニアおよびウガンダへの輸出品については 5年以

内に廃止する計画である。輸入関税率は、単純平均で農産物 12.7％、非農産物 19.6％とな

っており、これに加えて付加価値税 20％がかけられる。輸入関税は、東アフリカ関税同盟

によりケニヤやウガンダと同率を維持している。貿易改革により、輸出入ライセンスの廃

止が行われたものの、輸入には非常に多くの日数が必要となっている。 

 

３） 農業 

 農業部門は GDP の約半分を占め、貿易の 3/4、雇用の 80％の割合に達している。基本

的に小規模農民が中心であり、平均規模は 0.9‐3ha程度である。また、70％の農地は鍬(人

力)、20％は畜力で、10％がトラクターとなっている。約 510万 haの農地が耕作されてお

り、その内の 85％は食糧作物が中心である。 

 

また、都市周辺で野菜や食糧作物を栽培し、収入につなげるという都市農業も盛んに行

われている。野菜、ミルク、ブロイラー、卵の生産者が、個人や学校、ホテル、レストラ

ンなどに販売している。 

 

 農業の GDPは 1985年以来年率 3.3％で成長を続けており、主要食糧作物は 3.5％、輸

出作物は 5.4％の伸びとなっている。2010年までに貧困人口を 1/2に削減するという目標

のために、GDPの成長目標として 6-7％が設定されているが、この成長率では貧困削減を

計画どおりに達成するには不十分である。 

 

 マクロ経済の改革は農業部門に大きな影響を与えている。生産や加工、投入物の輸入や

分配、およびマーケッティングの分野に民間投資が参入できるようになっており、ほとん

どの生産、加工、マーケティングは民間部門が担当している。農民が、共同組合か民間の

業者に売るのは自由である。また、投入物の購入も多くのチャンネルが用意されている。 

 

（1）農業政策  

 農業政策の重点課題として、 

・小規模および大規模商業農家に対する投資を呼び込むようなマクロ経済政策 

・小規模農家への投入物やクレジット供与のための環境整備と支援 

・農業予算の研究と普及への重点配分 

・果物と野菜の加工への投資に対する特別支援 

・新しい土地法の実施、 

などが、挙げられている。 

 

農業部門の主要作物として、トウモロコシ、ソルガム、ミレット、コメ、小麦、豆類、
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キャッサバ、ジャガイモ、バナナおよびプランティンあり、輸出作物としては、コーヒー、

綿、カシューナッツ、タバコ、サイザル麻、除虫菊、茶、丁子、園芸作物、油糧種子、ス

パイス、花などが挙げられる。 

灌漑と水資源の確保は、大きな政策課題であるが、100 万 ha の灌漑可能農地があるも

のの、15万 haが灌漑されているだけである。このため、国家灌漑計画および関連農業政

策が策定済みである。 

 

また、農業食糧安全保障省の下に、国営農場として、 Mbozi コーヒー農場（409 ha）、

カシューナッツ工場 8 ヶ所、5 ヶ所の精粉所、5 箇所の米農場、小麦、砂糖農場、農産物

加工工場などがあり、これらの国営農場や工場をどう取り扱っていくかということも大き

な政策課題である。 

 

（2）土地利用と資源 

 耕地面積は徐々に拡大し、1961年の 520万 haから 2005年には 920万 haに達してい

る。また、図 31に示すように 1991－2005年の間に森林面積の大幅な減少（約 600万 ha）

あり、同じ時期の耕地面積の拡大（約 100万 ha）と比較しても急激な減少となっている。 

   

平均降雨量は 1,116mmであり、水利用の 89％が農業に使用されている。一人当たりの

再生利用水資源量は、2,192m３と比較的高いものの、水利用の 94％は国外の流域からのも

のである。草地面積は 4,300万 haであり、牛・バッファロー1,800万頭、羊･ヤギが 1,600

万頭飼育されている。 
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図 31 土地利用の変遷 

出所：FAO STAT 
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穀物の収穫面積の推移を、図 32に示す。面積的にはトウモロコシが、1970年代初めの

100万 haから 2005年の 300万 haへ大きく拡大しているのが特徴的である。米の収穫面

積も、1961年の 9万 haから 2005年には 66万 haへと徐々に拡大をしている。ソルガム

も同時期に、20万 haから 90万 haへと拡大した。 
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図 32 穀物の収穫面積の推移 

出所：FAO STAT 

 

（3）農業生産と消費 

主要穀物はトウモロコシ(350万トンの生産)であるが、コメ（約 130万トン）、小麦（90

万トン）も生産されている。これ以外に、根菜類 813万トン、野菜・果物 253万トン、砂

糖作物 200 万トンが主な農産物である。トウモロコシの生産は、1970 年代の初めから大

きく拡大しているものの、大半は面積の拡大によるものであり、降雨条件によって生産の

変動が激しい（図 33）。 
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図 33 穀物生産量の推移 

出所：FAO STAT 

 

また、収量の推移を図 34に示す。収量は低く、変動が大きい。とくに、トウモロコシ、

ソルガムは 1 トン/ha であり、ほとんど伸びが見られない。米は、変動が大きいものの、

収量が 2 トン/ha に近づきつつある。こうした低収量の原因は、低い灌漑面積（耕地面積

の 4％）低い肥料の投入量（2kg/ha）、および変動の多い降雨に起因していると考えられる。 
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図 34 主要穀物の収量の推移 

出所：FAO STAT 

 

 生産の低迷と高い人口成長のため、一人当たりの食糧供給量は減少傾向にあり、1975-81

の 2,190キロカロリーから、2001‐03の 1,960キロカロリーへと 11％の減少となってい
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る。 

 

主な消費は、トウモロコシ（33％）、キャッサバ（15％）、コメ（8％）となっている。 

 

 

７．ザンビア 

 

 ザンビアの人口は 1,150万人（2005）で、1975-2005の人口成長率は 2.7％を記録して

おり、今後も 2%程度の成長が続く見込みである。人口の 60％が農村部に居住しており、

貧困層の 70％は農村部に集中しており、大半は農業に収入を依存している。 

 

１） 経済 

 ザンビアは、銅の輸出に依存した経済であり、銅価格の低迷が経済成長に直接的な影響

を与えている。1992-2004 年の平均成長率は 2％であり、人口成長を考慮すると、一人あ

たりでは年率 0.2%のマイナスとなっている。2000 年以降の成長は順調で、おおむね 5‐

6%の成長を達成している（2002年は 3％）。農業部門の成長も、2003年 5.1％、2004年

4.2％と好調だったものの、2005年は、2.6％に落ち込んでいる。 

 

農業の GDP シェアーは 21‐22％と低いものの、労働人口の 70％を雇用している。農

産物輸出は、輸出全体の 17％であり、綿花、たばこ、トウモロコシが主な輸出産品で、主

要 4品目で 79％を占めている。また、この 10年で野菜と果物の輸出が 6.3倍に伸びてお

り、金額は 9％であるが、今後大きく拡大する可能性がある。 

 

表 21 ザンビア経済の概況 

  1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

GDP の年成長率（％） -0 -3 4 5 3 6 5 5 6 6

農業部門（GDP の割合％） 21 18 22 22 22 23 23 22 21 22

産業部門（GDP の割合％） 51 36 25 26 26 27 28 30 33 38

輸出 (GDP の比率％) 36 36 27 28 28 29 38 34 38 42

輸入 (GDP の比率％) 37 40 41 44 42 41 42 36 30 36

出所：CIA World Fact Book 

 

２） 農業 

ザンビアの土地面積 7,520 万 haの内、58％は耕地として利用可能であるにもかかわら

ず、現在 14％しか耕作されていない。1990 年以前の農業政策は、政府の過剰な介入（補

助金への依存）とトウモロコシ中心であったため制限が多く、ゆがんで非生産的であった。
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また、資材の供給、加工やマーケティングにおける民間の参加も限られていた。 

 

1991 年に農業部門の開放と民間の参入を柱とする農業改革が構造調整プログラムの一

環として実施された。この関連で、農業部門投資プログラムを含む多様なプログラムが実

施されたが、十分な成果は上がらなかった。2001年に政府は協同組合を再導入し、農業協

同組合省の指導の下で、協同組合の組織化や生産、マーケティングに関わる役割への参画

が行われた。1990 年代から農業の GDP シェアーは 18％程度であったが、実際の成長は

天水農業に依存した生産体制、投資の不足、比較優位性に基づく戦略の欠如ため、大きな

変動を受けてきた。また、近年の旱魃や洪水が作物被害につながるとともに、土地の劣化、

不十分な家畜飼育、優良種子の不足が、問題に拍車をかけることとなった。 

 

1990年代の中ごろから、農業生産は多様化し綿花、コーヒー、タバコや園芸作物、花卉

類が栽培されるようになった。これらの作物の生産増大は、民間企業の支援で農民が達成

したものである。一次産品は農業貿易の大きな割合を占め、非伝統的な輸出品目として、

砂糖、タバコ、綿布、コーヒー、およびトウモロコシが上げられる。また、加工食品およ

び繊維類も農産物輸出に貢献している。 

 

繊維産業はアメリカのAGOA（the Africa Growth and Opportunity Act programme）に

よって大きな恩恵を受けている。また、園芸作物のヨーロッパ（EU）向けの輸出も、非伝

統的輸出に貢献している。 

 

 畜産部門は、農業部門の３５％を占める重要な部門であり、牛、ヤギ、豚、鶏が中心で

ある。しかし、口蹄疫発生などの問題により十分な成果を上げていない。頻発する旱魃が

放牧地や飲み水の枯渇を引き起こし、生産性の低下につながっている。 

 

 水産部門も大きな可能性をもっているが、漁獲量は年間7万トンレベルで停滞しており、

貯蔵や保存施設も貧弱で、輸送のための基盤も整備されていない。 

  

農業部門の課題として、以下の問題が挙げられている。 

- 低い生産性、 

- 天水農業への依存と低い灌漑率 

- 高い収穫後のロス 

- 早期警戒システムの欠如 

- 未整備の基盤と高いエネルギー・輸送コスト 

- 中小農家の金融への不十分なアクセス 

- 農業マーケットの不十分な機能と小規模農民のアクセスの難しさ 
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- 制限的な貿易政策 

- 小さな国内市場 

- 不安定な伝統的土地所有システム 

- 不適切な営農による環境劣化 

 

３） 農業政策 

 特に、農村部の小規模生産者への対応として、協同組合が社会経済発展に大きな役割を

有していると判断されている。このため、協同組合開発政策（Cooperative Development 

Policy）のドラフトが第 5次開発計画（FNDP：2006-2010）のために準備されている。 

 

この計画では、トウモロコシ、キャッサバ、ソルガム、ミレット、甘藷、豆、小麦、お

よび落花生の生産と生産性の向上に重点が置かれる。また、園芸作物（果物や野菜）も重

点作物となる。 

 

 農業部門の商業化に関連して、多くの小規模生産者が商業生産に直接あるいは契約栽培

の形でかかわることが計画されている。付加価値の高い商品作物として推奨されるのが、

地域 I および II では綿、タバコ、落花生、パプリカ、カシューナッツ、大豆、トウゴマ、

ゴマ、マリーゴールド、ハーブとスパイスであり、地域 IIIと IVではコーヒー、茶、砂糖

である。同時に、大規模な花卉や園芸作物の商業栽培も推進される。また、政府は協同組

合の組織化と運営の強化を図り、社会経済発展と貧困削減に貢献する計画である。 

 

 生産の拡大は 10万haの耕地拡大と 20万haの灌漑面積の拡大を2010年までに実施し、

生産性の向上を品種や営農方法、保全農法、畜力の活用により図ることで達成可能である

としている。また、収穫後のロスを現在の 30％から 2010年までに 10％以下に抑える方針

である。 

 

 FNDPにより、 

・2010年までに 90％の人口に対する食糧安全保障の確保 

・農業部門の成長率を年平均 10％とする 

・農業部門の GDP貢献割合を現在の 18-20％から 25％まで引き上げる 

・農業部門に関わる人たちの所得の向上 

 

４） 農業生産と資源 

 耕地面積は 2005 年時点において 526 万 ha で、長期的にほとんど変動は見られない。

また、永年作物地が 3 万 ha 足らずと非常に小さいのが特徴的である。また、森林面積は

1990年の 4,900万 haから 2005年の 4,200万 haへと大幅な減少となっており、国土に
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占める森林の割合は 66％から 57％に低下している（図 35）。また、草地の面積が 3 千万

haある。 

 降雨量は 1,049ｍｍと比較的少ないものの、一人当たり再生可能な水資源量は 6,873m3

あり、水資源には恵まれている。だた、98％の取水は国外の流域からのものである。 
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図 35 土地利用の推移 

（出所：FAO STAT） 

 

穀物の収穫面積では、トウモロコシがその大半を占めるものの、1970年代後半から大幅

に低下し、現在は 87万 ha(2007年)となっている。 
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図 36 主要穀物の収穫面積の推移 

出所：FAO STAT 

 

穀物生産においても、トウモロコシが大半を占め、2003年の旱魃で 61万トンにまで落

ち込んだ生産量は、2007年には 137万トンに回復している（図 37）。 
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図 37 主要穀物の生産面積の推移 

出所：FAO STAT 

 

2004年の農業生産は、穀物類が 136万トン、砂糖作物が 180万トン、根菜類が 101万

トン、野菜・果物が 37万トンである。 
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図 38 主要穀物収量の推移 

出所：FAO STAT 

 

 穀物収量の推移を図 38 に示す。食料生産の中心のトウモロコシは、収量が 2 トンに達

しない状況で、増産は面積の拡大に頼らざるを得ない状況である。 

 

小麦の収量は比較的高い水準にあり、特に 1990年‐2000年にかけて大幅に増大してお

り 6 トン/ha に達している。ただ、生産量は 12 万トンと非常に小さい。平均降雨量は
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1,049mm、灌漑率は 3％と低く、肥料も 12kg/haと低水準であり、これが低収量の大きな

要因である。 

 

 生産の低迷と高い人口成長のため、一人当たりの食糧供給量は減少傾向にあり、1975‐

81の 2,220キロカロリーから、2001‐03の 1,930キロカロリーへと 9％の減少となって

いる。カロリーの摂取は、トウモロコシが 56％であり、キャッサバが 13％、砂糖 7％と

なっている。穀物消費量は全体で穀物消費量 159万トン、根菜類 96万トンとなっている。

平均穀物輸入量は 2000-2005 の平均で 16 万トンであり、主に小麦（42％）、トウモロコ

シ（35％）、コメ 11％）が輸入されている。 

 

５） 貿易 

 近年の貿易の伸びは非常に高く、物財の輸出が 2000‐07年で年間 32％の伸びを記録し

ている。2006 年の伸びは 108％、2007 年は 22％となっている。2007 年では輸出の 9％

が農産物で、銅を含む鉱物が 78％である。2005年では銅の輸出が 56％、コバルトなどが

7％、綿が 6％となっている。輸出相手国は、スイス（42％）、南アフリカ（12％）、タイ

（6％）等である。農産物の輸出は 2004年で 2億ドル、主要輸出品目は、綿、タバコ、ト

ウモロコシである。主要 4品目で農業輸出の 79％を占めている。 

 

 輸入も伸びており、2000-2007年で 22％の伸び率、2006年は 20％、2007年は 29％の

伸び率である。農産物の輸入は全体の 6%程度である。主な輸入国は、南アフリカ（47％）、

EU（17％）、アラブ首長国連邦（6％）、中国（6％）となっている。農産物輸入は、タバ

コ、油脂、加工食品となっており、主要 4品目で農産物輸入の 27％を占める。 

 

 関税は、農産物に対して 19.4％、非農産物には 13.1％となっている。 

 

８．エチオピア 

 

 エチオピアの人口は7,900万人で、1975年から2005年までの年平均増加率は2.8％

と高い人口成長が続いており、2015年には1億人を超えると予想されている。平均

降雨は1,050mmであるが、旱魃の影響を受けやすく、旱魃年(2002-2003年)には貧困

率が47％に上昇している（もし、旱魃がなかった場合は33%程度と予測されている）。 

 

 所得と雨の関係を示したのが、図 40である。降雨量の変動にあわせて、GDPの成長率

が変動しているのが明らかである。 

 



59 

 

図 39 降雨と GDP の変動 

出所：世界銀行 WDR2008 

 

１） 経済 

（1）概要 

 エチオピア経済は、近年大きな経済成長を達成しており、GDPは1992‐2004年の平均で

4.6%の成長率である。一人当たりGDPも同じ時期に、2.4%の増大となっている。エルトリ

アとの戦争の影響から回復した2002-03年には、深刻な旱魃の影響により3.9％の成長に低下

したものの、その後大きく回復し、2003-04年のGDPは11.1％の成長、農業部門も18.9％の成

長を記録した。2004-05年もこの傾向は継続し、GDPは8.8％の成長となっている。2002-03

年には食糧価格の高騰により、インフレが15％に達したものの、2005年には7％まで低下し

ている。 

 

GDPに占める農業の割合は 47％であり、就業者の 93％が農業に従事する、農業中心の

経済となっている。輸出においても、全体の 50％を農産品が占め、おもにコーヒー、ゴマ、

羊皮などが主要産品であり、主要 4品目で農産物輸出の 78％を占める。特に、コーヒーの

輸出が拡大している。 

 

（2）構造改革 

 エチオピアにおける構造改革の成果は、税制改革や公共支出管理、公的サービスの改革

などに現れているものの、民営化、財務、農業部門の改革は進展が遅い状況である。経済

成長を一層加速するためには、民間部門の役割が拡大すべきであり、市場システムへの移

行や財産権の保護が必要になってくる。 

 民営化の過程では、200の公営企業が売却されるなど、大きな成果が達成されたものの、
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その後民営化の推進力は弱まっている。2001-03年には、現存する164の公営企業のうち7

つが売却されただけに留まった。また、公営企業監督公社（the Public Enterprises 

Supervisory Authority (PPESA)）やエチオピア民営化機関（the Ethiopia Privatization 

Agency）では、業務の重なりや利害の対立が生じている。このため政府は、民営化

のプロセスを加速化させるためのアクションプランを制定し、2005-06年だけで9つ

の公営企業の売却を行い、民営化促進のための上記2機関の合併を行った。 

 

（3）海外直接投資（FDI） 

1992 年の経済自由化より FDI は増大を続けており、特に 1998 年より投資環境の整備

を通じて積極的な推進を図っている。1999年には海外投資家への投資ガイドを発行してい

る。 

 

 2003‐2006年の平均 FDIは約 4億ドルである。農畜林水産業部門へは、2000年で 1,500

万ドルであり、全体（1.3 億ドル）の 11％に過ぎない。しかし、2 次産業の食品、木材部

門が、4,600万ドル（34％）あり、これら部門への原料の安定供給が重要となってくる。 

 

２） 貿易 

 輸出の伸びは目覚ましく、物品の輸出では、2000‐07年の平均年成長率が 15％で、2007

年には 24％の伸びが記録されている。2007年では主要輸出品目は農業関連が 80.5％を占

めている。特にコーヒーが全体の 47％、ゴマが 20％、続いて羊皮である。主要農産物 4

品目で、農産物輸出の 78％を占めている（2004年）。主要輸出国は、EU（35％）、アメリ

カ（8％）サウジアラビア（7％）、日本（6％）となっている。 

 

 輸入も大きく拡大しており、2000‐07年の年平均伸び率は 23%に達し、2006年は 16％、

2007年は 12％の伸びを記録している。農業関連品目の輸入は、8.5％（2007年）であり、

2004 年では、主要輸入農産物は、小麦、植物油、トウモロコシ粉であり、主要 4 品目で

農産物輸入の 63％を占めている。また、平均穀物輸入量は 2003-2005年の平均で 153万

トン（2005年は 180万トン）に達し、小麦中心の輸入である。輸入相手国として、EU（22%）、

中国（20％）、サウジアラビア（11％）、インド（7％）、日本（7％）となっている(2007

年)。 

 

 関税は、農産物の平均で 17.1％、非農産物で 16.7％である。また、エチオピアは東・南

アフリカ共通市場：COMESA(1993)のメンバーであるが、WTOには未加盟（オブザーバ

ー）となっている。 

 

 なお、2008年の食糧危機ではトウモロコシ価格が対前年比 132％（2008年 8月）の上
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昇となり、この対応として、輸出規制、価格コントロール、15％の VAT 非適用（食糧穀

物と小麦）、肥料・種子支援、現金支給、在庫放出（小麦 19万トン）、緊急輸入（2008年

8月 15万トン輸入）と食糧支給（450万人）などの対応が行われた。 

 

３） 農業 

（1）現状と問題点 

 農業部門は GDPの 42％を占め、人口の 80％を雇用しており、輸出の 90％を占めてい

る。 

 

大多数の貧困者層は、この部門におり貧困と飢餓のMDG目標達成の大きな鍵となってい

る。1993年以降エチオピア政府は農業に基づいた工業化（ADLI: Agricultural 

Development-Led Industrialization ）の政策により、生産の集約化を推進している。これは、

農村部で高い生産性を達成すれば、農村部での所得の向上と投入資材や消費財の市場とし

ても機能し、栄養改善や農業世帯の食糧の安全保障につながるという考えである。ADLIに

あわせて、エチオピア政府は、肥料などの近代的農業投入の利用が拡大することにともな

い資材普及サービスの拡大を図っている。 

 一方で、農業部門はそのポテンシャルを十分に発揮しているとは言いがたい。過去10年

間の農業付加価値の拡大は年率3.9％にとどまっており、何とか人口成長率と同レベルの成

長を達成したに過ぎない。 

 

 エチオピアの農業は大半が天水農業のため生産の変動が激しく、結果として家庭レベル

の食糧安全保障に悪い影響を及ぼしている。生産の拡大は、面積の拡大が主であり、農業

は基本的に自給自足である。農業輸出はコーヒーに代表される少数の作物が中心となって

いる。 

 

 農業成長の阻害要因として、気候変動の影響、特に旱魃があり、また構造的、政策的課

題を抱えている。また、人口圧や不適切な利用に伴う環境の劣化も深刻である。さらに農

地の分散、近代的技術の低利用、土地保有制度の不備、マーケットアクセスの不備（輸送

及びマーケッティングインフラの不足）、価格インセンティブの不足、競争的市場の不備

の問題があり、灌漑システムへの投資不足により天候依存の不安定な生産にならざるを得

ない。また、畜産部門では、病気の蔓延、放牧地の縮小、およびマーケティング基盤の不

備が課題となっている。 

 

 このため、地方市場の整備や基盤の整備、農村部の成長源の多様化、農民および民間仲

介者の能力の向上、農内、農外活動の利益率の向上などが求められている。 
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（2）土地保有の安全保障の向上 

 エチオピア政府は農民や投資家への土地のアクセスを確保し、投資のインセンティブが

向上するよう土地保有の安全保障が確保できるような土地改革を開始した。こうしたイニ

シャティブは歓迎できるものの、まだ多くの問題を抱えている。 

 

 憲法上は、土地は国家に属し、使用権のみを貸すことが可能である。2002年に政府は、

都市地域の貸借布告を制定し、2005年には連邦農村土地布告を制定している。こうした改

革は、重要な一歩ではあるが、貸借期間の変動（場合によっては 2年というケースもある）、

現在の土地証明は、正式な土地台帳調査に基づかず、非公式な分類に基づいているため、

土地保有の安全を必ずしも保障しない。さらに証明書類の発行が透明ではなく、政治の影

響力を受けやすい状況にある。また、土地の売買や担保、あるいは他の交換は禁じられて

おり、このため銀行からの融資も受けられない。さらには、土地争いが発生した場合の法

的な枠組みも十分には確立されていない。 

 

（3）資源の利用と生産 

 耕地面積は、2000 年以降急激に拡大し、2005年で 1,312 万 ha に達している。永年作

物地は 81 万 ha で、草地は 2,000 万 ha(2000 年)となっている。また、森林面積は 1990

年の 1,469万 haから一貫して減少し、2005年では 1300万 haとなっている（図 40参照）。 
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図 40 土地利用面積の推移 

出所：FAO STAT 

 

 一人当たりの再生可能な水資源量は 1,712m3であり、比較的高いものの、取水量の 95％

は国外の流域からの水資源である。灌漑率は 4％と低く、水利用の 86％が農業部門で占め

られている。 
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 収穫面積の推移を図 41に示す。ここで、穀物（FAOSTATで Cereal nesに分類されて

いる）が最大の作付けとなっているが、これはエチオピアの主食であるインジェラのため

のテフであると思われる。2002‐03 の旱魃で大きく収穫面積が減少し、一旦回復したも

のの 2006‐2007年には再び減少している。このように、降雨の状況で大きく生産や作付

面積が変動するのが特徴である。 
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図 41 主要穀物収穫面積の推移 

出所：FAO STAT 
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図 42 主要穀物生産量の推移 

出所：FAO STAT 

 

穀物生産は、テフが最大であったが、近年小麦の生産が拡大し、2006 年以降小麦が約

300万トンと、穀物の中で最大の生産となっている（図 42）。 
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図 43 主要穀物収量の推移 

出所：FAO STAT 

 

 近年小麦、大麦などの収量が伸びており、その結果、小麦の生産量は 2002年以降約 150

万トン増大、ソルガムも 80 万トン程度の増産を達成している。収量については、小麦は

2.2トン/haと向上したものの、最大の作付面積であるテフの収量は 1トン/ha前後にとど

まっている。また、灌漑率は 3％にとどまっており、肥料の投入量も 15kg/haと少なく、

変動の大きい降雨とあいまって、低い生産性の原因となっている。 

 

 農産物の生産状況は、穀物全体で 928 万トン、根菜類が 487 万トン、砂糖作物が 245

万トン、野菜・果物が 162万トン、牛乳が 158万トンとなっている。また、穀物消費量は

967万トン、根菜類 423万トンが中心である。 

 

４） 環境問題 

エチオピアは、急速な人口成長、不適切な土地管理、無計画な都市の成長により、大き

な環境問題に直面している。具体的には、土壌浸食、森林伐採、および水資源の枯渇、生

物多様性の喪失、人間の生活環境の悪化と汚染が問題となっている。 

 

 環境保護庁が環境影響評価のガイドラインを策定し、全ての部門においてそれが活用さ

れるべきであるとされている。1990年以降 2005年までの森林面積の減少は、年率 0.9％で

あり、国土に占める森林面積の割合は、13％まで低下している。 
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